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概 要 
本研究は既存企業がインターネットへの対応を失敗し、新興プレイヤーの台頭を許した事例として国
内広告市場をとりあげる。国内広告市場は 50 年以上もの間、電通・博報堂・ADK といった総合広告会
社による市場の寡占が続いていた。そのような環境の中、インターネット広告が登場して以降、総合広告
会社に割って入る企業が登場した。サイバーエージェント・オプトといったインターネット専業広告会
社である。本研究では、先行研究をふまえてなぜ既存企業が失敗したのかについての考察を行ったもの
である。 
本研究では、まず国内広告市場について起こった事象を、各種データや業界関係者インタビューから
まとめ、なぜ「総合広告会社は失敗したのか？」について検証するためのフレームワークを構築した上
で、要因仮説を 6 つに定義し、業界関係者へのインタビューによってその精度を確認する方法をとった。  
とりあげた先行研究としては、クリステンセン（2003）の「イノベーションのジレンマ」をとりあげ、
総合広告会社とインターネット専業広告会社がインターネット広告に対して別々のアプローチをしたこ
とを説明した。また、根来（2005）の「製品代替理論」を用いて、国内広告市場においてテレビメディア
の市場とインターネット広告の市場が共存し続けたことに言及し、その後、根来（2011）の「プロセス
代替理論」を活用し、Google がグローバルレベルで台頭したことにより、インターネット広告の販売プ
ロセスの自動化が普及した際に、総合広告会社とインターネット専業広告会社それぞれで販売プロセス
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の代替スピードに差があったことから、異なる対応を行ったことを説明した。また「なぜ総合広告会社が
インターネット専業広告会社の領域に参入しなかったのか？」については山田（2015）「競争しない競争
戦略」における「ニッチ戦略」を活用し、収益性の問題から総合広告会社がインターネット専業広告会社
の領域に参入しなかったため、無競争状態が起こったと考えた。 
インタビュー者は、総合広告会社・インターネット専業広告会社だけでなく、インターネットメディア
事業会社や大手広告主から 2 名ずつピックアップし、構築した検証フレームワークと要因仮説を検証し
た。 
インタビューを実施した結果、検証フレームワークと要因仮説は支持された。インタビューの分析に
よると、総合広告会社はインターネット広告を「認知拡大のためのメディア」ととらえた一方で、インタ
ーネット専業広告会社は「顧客獲得」のための「販促手法」として捉えていたことがわかった。また、テ
レビメディア市場が維持された要因として、大手広告主の商流構造や組織構造が起因していることもわ
かった。大手広告主はエンドユーザだけでなく、流通の買い付け担当者向けにも対応する必要があり、意
思決定者は年齢層が高い傾向があることから、依然としてテレビメディアの出稿量が買い付けに影響を
及ぼしていた。また、Google の台頭によってインターネット広告の販売プロセスが自動化された際、総
合広告会社では既存顧客を重視し、販売サイドでは対応しなかったが、インターネット専業広告会社は
中小事業者および EC ビジネス事業者を顧客としたことで、いち早く対応をすることになり、独自の販
売ノウハウを獲得していった。総合広告会社がインターネット専業広告会社の領域に参入しなかった背
景としては、収益性の問題もあったが、「ブランド構築」を主眼としたビジネスモデルが主流だったため、
「販促」を主体としたビジネス構築を選択しなかった、という要因も明らかになった。このような総合広
告会社、インターネット専業広告会社の対応に加えて、EC ビジネスの台頭やスマートフォンの登場によ
りインターネット広告市場は主に販促市場にて拡大をし、インターネット専業広告会社が大きく成長す
るきっかけとなった。 
以上のとおり、50 年間産業構造が大きくかわらず優位を保っていた総合広告会社が失敗した要因を検
証するためのフレームワークとしては支持されたが、国内広告市場のみの検証であるため。他の産業な
どで普遍的に活用できることを証明するには至らなかった。 
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第1章 はじめに 
第一節 研究の目的 
 本研究は既存企業がインターネットへの対応を失敗し、新興プレイヤーの台頭を許
した事例として国内広告市場をとりあげる。国内広告市場は 50 年以上もの間、大手企
業による市場の寡占が続いていた。そのような環境の中、インターネット広告が登場
して以降、大手企業に割って入る企業が登場した。本研究では、先行研究をふまえて
なぜ既存企業が失敗したのかについての考察を行ったものである。 
 
第二節 研究の背景と問題意識 
「サイバーエージェントに時価総額では抜かれたくない」。私が、過去総合広告会社
の一員として過ごしてきた中で、同僚の社員から聞かれた言葉だ。国内広告市場にお
いて、サイバーエージェントは新興プレイヤーという位置づけであり、電通・博報堂
といった総合広告会社（以下、総合広告会社）が広告市場を寡占してきた。図 1 は筆
者が実施した総合広告会社社員へのアンケートだが、「総合広告会社のほうがクォリテ
ィが高い」と答えている社員が 47.4%となっており、このような意識は少なからず総
合広告会社社員に根強く残っていたと思われる。 
 
図 1 総合広告社員のインターネット専業広告会社への意識 
インターネット専業広告会社に対しての印象のうち、以下の中から  
当てはまるものを答えてください。  
 
（出所：筆者実施の総合広告会社社員へのアンケートより n=19） 
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あるときサイバーエージェントの現状を見るため、IR 指標などを改めて確認をして
みると、総合広告会社社員が持っていたような印象を大きく変える事実がいろいろと
明らかになってきた。直近年度である 2017 年度（年度末は 9 月）のサイバーエージェ
ントのインターネット広告事業は営業利益 213 億円を記録している。これは博報堂単
体の 2017 年度の営業利益 158 億円を超えており(HDY ホールディングスでは営業利
益 521 億円)、長年業界第 3 位の位置に存在した ADK の営業利益 71 億円のおよそ 3
倍を記録している。 
 
図 2 直近年度の国内広告会社ランキング（売上高） 
売上高 営業利益 営業利益率
1 電通（単体） 1,561,528 54,289 3.5%
2 博報堂 730,466 15,859 2.2%
3 ADK 352,851 7,140 2.0%
4 サイバーエージェント 241,400 21,300 8.8%
5 大広 129,555 1,930 1.5%
6 JR東日本企画 115,981 3,606 3.1%
7 東急エージェンシー 104,685 711 0.7%
8 オプト 82,602 2,224 2.7%
9 読売広告 73,139 947 1.3%
10 セプテーニ 72,375 2,248 3.1%
FY2017ランキング
 
（出所：各社の決算資料・決算公告などから筆者作成 単位：百万円） 
 
なにより驚くべきは営業利益率である。サイバーエージェントの営業利益率は直近
年度で 8.8％と、電通（単体）の 3.5％を大きくしのぐ数字であり、同じようなインタ
ーネット専業広告会社の他社から比較してもその営業効率は飛躍的に高かった。 
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図 3 サイバーエージェントのインターネット広告事業の売上・営業利益率推移 
 
（出所：サイバーエージェントの決算資料より筆者作成） 
 
こうした背景を知るにつれて、「なぜ、サイバーエージェントのような会社を、総合
広告会社は作ることができなかったのか？」という疑問がわいてきた。これまで総合
広告会社は、地上波テレビの登場以降 50 年以上にわたって業界の雄として活動してき
たはずだ。社内にいる人材やクライアントリソースなどは大きなアドバンテージを持
っていたはずである。それがなぜサイバーエージェントのような業界における新興プ
レイヤー（以下、インターネット専業広告会社）の台頭を許してしまったのか？     
私は、この 50 年ぶりに起こった国内広告業界のパラダイムシフトについての事実関
係を正確に把握し、既存企業が「破壊的技術」の登場により新興プレイヤーの台頭を
許してしまった事例として、過去の理論を組みあわせた検証フレームワークを新しく
構築し、その因果関係について考察をしていきたいと考えた。 
 
第三節 本論文の構成 
 本論文は第 1 章で研究の目的と背景を述べ、第 2 章では題材である国内広告市場に
おける基本的な市場環境や主要プレイヤーの状況について述べる。第 3 章では、本論
文でとりあげる領域での先行研究を紹介し、第 4 章で具体的な研究方法について述べ
る。第 5 章でインタビューの詳細について、第 6 章でインタビュー結果の考察につい
て説明し、第 7 章で結論を述べる。 
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第2章 国内広告市場環境 
第一節 現在の広告市場が形作られるまで 
考察を行うにあたり、国内広告市場についての事実関係を整理しておきたい。振り
返ってみると、国内広告市場は新しいメディアの誕生にいち早く対応できたプレイヤ
ーがその業界における覇権を取ってきたことがよくわかる。図 4 は近代から現在にい
たるまでの大まかな国内広告市場における歴史を記したものである。  
 
図 4 日本の広告業界の主な歴史 
年次 主な出来事 主要なプレイヤー
1766
最初の広告会社が登場。多くの薬屋が世界最大の消費
都市江戸に設けた「ひろめ所」が期限。赤い食あたり
の薬「赤玉」の広告を「ひろめ所」で実施したと言わ
れている。その後、開店、売り出しなどにあたり広告
主の依頼をうけてイベントを実施する職業が発達。
「ひろめ所」・「広め屋」
1867
雑誌の登場。「西洋雑誌」の登場。「中外新聞」が第1
号から広告を掲載。
1895年　博報堂創設
1901年　電通の前進会社が創設
1874
新聞の登場。1874年に「読売新聞」創刊。以降戦争の
歴史とともに新聞が広く媒体として認知されるよう
に。
1925
ラジオ媒体の登場。1953年のテレビ放送が始まるま
で、唯一の電波媒体。
1953
テレビ媒体の登場。当初はテレビ自体が高価格なこと
から、各社導入に消極的だったが、電通吉田秀雄・読
売新聞正力松太郎社長は積極的に進出。
現在とほぼ同様の広告会社ランキングが形
成される。
1996
インターネット広告の登場。営業開始したYahoo!Japan
が電通とともにCCIを設立。
1996年　CCI設立　DAC設立
1998年　サイバーエージェント社設立  
（出所：八巻 俊雄【著】/日本経済社【編】（1992）『日本広告史―経済・表現・世相で見る広告変遷』
（日本経済新聞出版社）より抜粋し筆者作成） 
 
広告会社の原型は、18 世紀の江戸時代に見て取ることができる。初期の広告会社は
江戸にあった薬の卸問屋が原型とされており、新薬の発売などのタイミングにて、卸
問屋がそれらを告知したことから業態として形成されていったとされる。その後、雑
誌・新聞が登場、普及するにつれて現在の総合広告会社のような形態が徐々に生まれ
ていく。1895 年には博報堂が、1901 年には電通の前身会社が創設されるなど、日本の
国内広告市場は徐々に産業としての形を作っていた。産業の構造が大きく変わったの
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は 1950 年代以降のテレビメディアの普及が大きいと言われている。1953 年に放送を
本格開始したテレビは、電通の吉田秀雄、読売新聞の正力松太郎などによって、広告
ビジネスとして積極的に導入されたと言われている。このころテレビ受像機がまだか
なり割高だったことから、その他の大手会社はテレビメディアの導入に消極的だった
と言われているが、前述の 2 人による積極的な活動や、その後来る高度経済成長期に
おける、テレビ受像機の低価格化による普及率の拡大によって、電通が大きくそのシ
ェアを伸ばすこととなる。1960 年代にはほぼ現在と同様の広告会社のランキングが形
成されており、今日の国内広告市場はまさにこの時代に形成され、50 年以上その勢力
図が取って代わることのない、特殊な業界構造だったといえる。 
 
図 5 1960 年代の広告会社ランキング 
（単位：百万円）
1960 1961 1962 1963 1964
電通 電通 電通 電通 電通
46,522 57,229 64,919 81,251 87,721
博報堂 博報堂 博報堂 博報堂 博報堂
9,146 12,207 16,264 20,041 24,654
大広 大広 大広 大広 大広
7,876 10,740 12,265 14,405 16,532
萬年社 萬年社 萬年社 萬年社 萬年社
4,355 5,314 6,020 7,168 7,676
I&S I&S I&S I&S I&S
3,108 4,452 5,287 6,653 7,525
1
2
3
4
5
 
（出所：八巻 俊雄【著】/日本経済社【編】（1992）『日本広告史―経済・表現・世相で見る広告変遷』
（日本経済新聞出版社）より抜粋し筆者作成） 
 
第二節 現在の国内広告市場について 
 現在の国内広告市場の現況について述べる。電通の「日本の広告費」によると、国
内の広告市場はおおよそ 6 兆円前後と言われており、リーマンショック前には 7 兆
191 億円まで成長した。その後、国内広告市場は大きく落ち込んだのちに右肩上がり
に成長しており、2017 年度の日本の広告市場は 6 兆 3,907 億円となっている。国内
の広告市場は日本経済（GDP など）との相関関係が強いと言われており、日本経済
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が好調になるにつれて、国内企業の広告投資が増加するような特長を持っている。直
近では国内広告費は、日本の GDP に対しておおよそ 1.15％～1.2％程度で推移して
いる。 
 すでに図２で示した、2017 年度の国内の広告市場ランキング（売上高）では、従
来から国内広告市場において大きなシェアを誇ってきた電通・博報堂・ADK がいま
だに上位を占めているが、第 4 位にサイバーエージェントとなっている。サイバーエ
ージェント以外にも、オプト・セプテーニなどのインターネット専業広告会社がラン
キング入りしており、日本の広告市場においてインターネット専業広告会社の存在感
は大きく上昇している。 
 
図 6 日本の広告市場の市場規模推移 
 
（出所：電通（2018）「2017 年（平成 29 年）日本の広告費」から筆者作成） 
 
第三節 なぜ、総合広告会社は寡占できたのか？ 
では、なぜ電通・博報堂・ADK などの広告会社は国内広告市場を長らく寡占できた
のか？それは、国内広告市場において大きなボリュームを持つ、テレビ広告市場にお
けるシェアを長らく維持しつづけたことが要因としてあげられる。 
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図 7 テレビメディアの売上における電通・博報堂・ADK のシェア 
①日本の広告
費
②地上波
テレビメディ
ア費
③広告費全体
に
占めるシェア
④電通のテレ
ビメディア売
上高
⑤博報堂のテ
レビメディア
売上高
⑥ADKのテレ
ビメディア売
上高
⑦3社のシェ
ア
（億円） （億円） (%) （億円） （億円） （億円） (%)
②÷①
（④+⑤+⑥
　÷②
2013 59,762 17,913 30.0 6,893 3,021 1,362 62.9
2014 61,522 18,347 29.8 7,042 3,085 1,430 63.0
2015 61,710 18,088 29.3 6,801 3,116 1,474 63.0
2016 62,880 18,374 29.2 6,926 3,096 1,515 62.8
2017 63,907 18,178 28.4 6,631 3,089 1,559 62.0
 
（出所：電通（2018）「日本の広告費」および各社の決算資料から筆者作成） 
 
図 7 のように日本の広告費のうち、地上波テレビメディア費は日本の広告市場にお
いておよそ 3 割と大きな割合を占める。電通・博報堂・ADK などの総合広告会社は長
年の取引慣習からその市場のシェアを維持しており、テレビメディア費における 3 社
のシェアは 60％を超えている。こうしたテレビメディアの仕入れ力やシェアを背景に、
総合広告会社は国内広告市場を寡占しつづけてきた。 
 
第四節 なぜ、総合広告会社はテレビメディアのバイイングを寡占できたのか？ 
それでは、なぜ総合広告会社はテレビメディアのバイイングを寡占できたかのか？
これには国内広告市場における独特の商慣習が影響しているといえる。まず、テレビ
メディアにおける地上波の放送局は東京の 5 局を中心にネットワーク化されており、
広告枠の売主自体が限られる市場となっていた。その中で、テレビ局側にメディアの
販売については、「実績を重視する」風習が存在し、結果的に広告会社の入れ替わりを
生みづらい環境だった。「実績を重視する」風習とは、平成 17 年に実施された公正取
引委員会による調査資料によると、「広告業界においては，伝統的に広告会社は媒体社
との結び付きが強く，フルサービスに対応可能な有力な広告会社が成長してきた。こ
うした事情を背景に，相対取引が取引形態の主流となり，長期の安定した取引関係を
重視する考え方からくる既存の広告主を優先する原則や、コミッション方式を主流と
する報酬制度などの取引慣行が維持され，それが寡占構造を維持する要因の一部とな
14 
 
っていると考えられる」と記述がされている。特にテレビ番組における「番組 CM 枠
取引」への参入が非常に困難であると指摘されており、テレビ局は広告主の選定にあ
たり、直前に番組に広告出稿していた広告主の意向を優先する傾向があった。その結
果、既存のテレビ番組枠を数多く保持する総合広告会社が先行的に広告主サイドの情
報を獲得し、その情報は他の広告会社には開示されないことが多かった。こうした取
引慣行は筆者の業務経験の中でも実感を伴うものであり、総合広告会社が新規の広告
主を見つけられないなどの事由がない限りは、他の広告会社に対して既存の広告会社
が取り扱っていた番組 CM 枠の取引についての機会が訪れないケースが多い。 
 
図 8 テレビ局における、実績を重視する風習（N=98） 
広告主の選定にあたり既存の広告主の意向を優先するか？  
 
（出所：公正取引委員会（2005）「広告業界の取引実態に関する調査報告書」）  
 
総合広告会社もテレビメディアの売上確保を背景に、広告制作やコミュニケーショ
ンプラニングなどの専門領域を広げることで、中小の総合広告会社の追随を許さず、
広告主の満足度を長らくキープしてきた。結果、国内広告市場における主要広告主は
電通・博報堂・ＡＤＫなど主要業者を重用してきた。また、上記を背景とした経緯か
ら、いつからか総合広告会社以外にはテレビメディアをバイイングできない、という
誤解も発生。テレビメディアのバイイング自体は、電通・博報堂・ADK などの大手総
合広告会社が寡占を継続してきたのである。 
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番組提供料に最も好条件を提示した広告主を優先する
その他
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第五節 インターネット広告市場環境 
第一項 インターネット広告市場の成長 
これより、国内広告市場におけるインターネット広告市場について述べる。近年、
インターネット広告市場は大きな成長を見せており、国内最大のテレビメディアに迫
る勢いとなっている。インターネット広告の市場規模は 2017 年度において 1 兆 5094
億円となっており、それまで最大だったテレビメディアの市場規模に迫る勢いとなっ
ている。 
 
図 9 日本の広告市場における媒体別売上経年推移 
（出所：電通（2018）「2017 年（平成 29 年）日本の広告費」より筆者作成。テレビメディアは地上波
と衛星などの合算。インターネット広告は媒体費・制作費の合算。） 
 
 インターネット広告の市場が大きく拡大した事由については、本論のところで触れ
るためここでは割愛するが、とくに 2007 年にスマートフォンが登場して以降、その広
告市場は飛躍的に伸びてきていることが大きな特長といえる。 
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第二項 インターネット専業広告会社の台頭 
インターネット広告市場の成長とともに、サイバーエージェントなどのインターネ
ット専業広告会社は大きく成長をしてきている。前述の広告会社ランキングにおいて
も第 4 位にサイバーエージェント、第 8 位にオプト・ホールディングス。第 10 位にセ
プテーニがランクインしている。特にサイバーエージェントの営業利益率は 8.8％と他
の会社に比べて非常に高い数値を示しており、営業利益額も 213 億円と、博報堂単体
の 158 億円をおおきく上回る数字となっている。 
 
図 10 サイバーエージェント・オプトのインターネット広告事業の売上経年推移 
 
（出所：SPEEDA より筆者作成。サイバーエージェントは 07 年～10 年は「インターネット広告代理」、
11年は「ネットビジネス総合」、「12～17年はインターネット広告」を、オプト社は 07年～10年は「BtoB」、
11 年～14 年は「広告・ソリューション」15 年～17 年「マーケティング」の数字を使用。） 
 
サイバーエージェントとオプトは 2012 年代ころまで拮抗していたが、2013 年ころ
からはサイバーエージェントが大きく売上を伸ばすこととなった。このころからサイ
バーエージェントはスマートフォン広告に本格的に軸足を移したと言われており、イ
ンターネット広告においてスマートフォンの普及がサイバーエージェントの成長を大
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きく後押ししたと言われている。 
 
第3章 先行研究 
第一節 既存企業の失敗の理論 
破壊的イノベーションへの既存企業の失敗について考察された理論としては、クリ
ステンセン（2001）の「イノベーションのジレンマ理論」が存在する。クリステンセ
ンは既存企業が失敗する理由として、「破壊的技術の性能成長スピード」が「クライア
ントのニーズの向上スピード」を上回ることから、破壊的技術が既存技術を将来的に
は代替すると提唱している。また、「破壊的技術」の定義として、「破壊的イノベーショ
ンは、技術的には簡単なものである」としており、「実績ある企業は、ごく単純な改良
から抜本的なイノベーションまで、持続的イノベーションをリードする技術力を持っ
てはいたが、破壊的技術を率先して開発し、採用してきたのは、いつも既存の大手企
業ではなく、新規参入企業である。」と述べている。 
 
図 11 イノベーションのジレンマ理論における「ローエンド破壊」 
 
（出所：クリステンセン（2001）「イノベーションのジレンマ」より筆者作成）  
 
クリステンセンは合わせて、一般的に既存企業は、「『高い祖利益率』を得られる高
性能製品を発売するために開発資源を投入するほうが、見返りが大きく痛みが少ない」
ために、「経営陣は、どの新製品開発に投資すべきか、どの企画を棚上げすべきかを幾
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度も決定しているため、市場規模、利益率ともに上回る上位市場を狙った高性能製品
の開発案にはすぐに資源が配分される」と述べており、既存企業が「破壊的技術」に対
して有効なリソース配分をしづらい現状を述べている。 
クリステンセン（2003）はその後、破壊的イノベーションのもう一つの形として「新
市場型破壊」について述べている。「新市場型破壊」とは、「『無消費』、つまり消費のな
い状況に対抗するものとして捉えている。」と述べており、その理由については、「従
来品に比べればずっと手頃な価格で入手でき、しかも使いやすいため、それまで消費
者ではなかった新しい人々がこの製品を手軽に購入して利用するようになるからだ。」
と述べている。また、「新市場型破壊」が起こっているときは、「競争相手が無消費とい
う状況なので、既存のリーダー企業は、破壊が最終段階に至るまでまったく痛みを覚
えず、脅威もほとんど感じない。」と述べており、既存企業の状態としては「自分たち
の独壇場である上位市場に移行する際、一時的にだが、利ざやの薄い収益源を破壊者
に明け渡す代わりに、持続的イノベーションで高い利益をあげる。」と述べている。 
 
図 12 クリステンセンの「新市場型破壊」
 
（出所：クリステンセン／レイナー（2003）「イノベーションへの解」より筆者作成） 
 
第二節 日本企業についての「イノベーションのジレンマの考察」 
「イノベーションのジレンマ理論」については、玉川（2012）が「日本のイノベー
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ションのジレンマ」において、国内企業における事例を解説している。玉川は、一時期
世界的に栄華を誇った日本企業が 1990 年代以降にその成長力を失ったことについて
の考察を行っている。この中で、玉川は「クリステンセン教授が一番推奨するイノベ
ーションは、これまでに何も使っていない『無消費』の顧客をターゲットにした新市
場型破壊だ。」と述べている。新市場型破壊の例として、キャノンが発売したミニコピ
アの事例をあげている。「大企業向けのコピー機に搭載されていたオートフィーダーや
両面コピーといった機能は一切ないが、低価格と省スペース、感光ドラムとトナーを
一体化したカートリッジの採用によるメンテナンスの簡便さで、家庭や少人数のオフ
ィスに瞬く間に受け入れられた。」とし、「書類をコピーするという『用事』を解消して
くれるものが身近に何もなかった（無消費だった）ところに、自分たちの手の届く価
格で使いやすいコピー機が突如現れたのだから当然だろう。」と述べている。  
 
第三節 製品代替の理論 
クリステンセンが破壊的イノベーションによる製品代替をベースにした市場変動を
提唱したのに対して、根来（2005）は「代替品の戦略」において、新規製品が既存製
品を代替する事象として大きく 4 つの代替構造のパターンが存在すると述べている。
新規製品が既存製品のあらゆる機能で優位になるケースを「完全代替」とし、部分的
に優位になるケースを「部分代替」とし、さらにニーズに対する機能の存在の有無に
おいて全部で 4 つのパターンが存在することを示している。その上で「代替品と既存
品の関係を以下の 4 つに分類し、その事例を示し、また各分類ごとに代替品企業と既
存品企業の戦略定石を示した。」と述べている。 
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図 13 根来（2005）の「完全代替」と「部分代替」の概念 
 
（出所：根来（2005）「代替品の戦略」より抜粋） 
 
第四節 プロセス代替理論 
根来（2011）は「プロセス代替」の概念を提示している。「プロセス代替」とは、製
品・サービスを生産、販売するために使用される資源（人・設備・技術・ノウハウ取引
先）が完全または部分的に負債化してしまうため、それらの資源を部分的あるいは全
面的に放棄し、新たな資源を獲得しなければならなくなること、と定義している。根
来は、プロセス代替のスピードと製品代替のスピードによって事象が分類できる、と
している。根来はこの中で新聞業界におけるプロセス代替の可能性について言及して
いる。 
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図 14 プロセス代替の事例 
 
（出所：根来/河原塚（2011）「袋小路状態の業界の経営戦略」より抜粋）  
 
第五節 ニッチ戦略についての理論 
クリステンセンの新市場型破壊に近い理論として、山田が「競争しない競争戦略」
の中で構造化に成功している。山田はこの中で、先行研究としてマイケル・ポーター
をとりあげ、「完全競争から遠い状態を作り上げる程、企業は高い収益性を享受でき、
それを判断するために」5 つの競争要因を分析することを示したと述べている。山田は
これに加えて、リーダー企業の戦略定石にも述べており、下位企業については「より
強い者と戦わない戦略をとるか、より強い者と共生を図るかという 2 つの選択肢があ
る。」と述べており、リーダー企業が同質化できない戦略として「ニッチ戦略」などを
挙げている。この戦略は、「リーダー企業の持つ経営資源と、当該企業がしかける市場
とが不適合になる場合」などがあると述べている。 
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図 15 山田によるニッチ戦略 
 
（出所：山田（2015）「競争しない競争戦略」より抜粋し、筆者作成）  
 
第六節 既存企業の対応戦略についての考察 
直近では、ウェイド、ルークス、マコーレー、ノロニャが「デジタルボルテックス」
の中で、既存企業のディスラプターに対して 4 つの対応戦略があると述べている。「4
つのうちふたつは「防衛的戦略」、残りのふたつは「攻撃的戦略」だ。」と述べている。 
 
図 16 既存企業がとるべき 4 つの対応戦略 
 
（出所：ウェイド/ルークス/マコーレー/ノロニャ（2017）「対デジタル・ディスラプター戦略 既存企
業の戦い方」より抜粋） 
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第七節 国内のインターネット広告市場についての考察 
インターネット広告をめぐる論文については、広告会社の企業戦略に言及した論文
は見られなかった。 
 
第4章 研究方法と検証フレームワークの構築 
第一節 今回の研究方法の手順 
今回の研究では、第一に国内広告市場に起こった事実関係についての整理を、各種
データ情報を収集したうえで、総合広告会社・インターネット専業広告会社社員双方
へのインタビューにより実施した。その上で、過去の先行研究をもとに「既存企業が
失敗する理由」を分析するための検証フレームワークを構築し、さらにその検証フレ
ームワークを細分化し、「国内広告市場において、総合広告会社はなぜ失敗したのか？」
についての要因仮説を業界関係者へのインタビューを行うことで、その検証フレーム
ワークについての整合性を確認した。業界関係者のインタビューは、総合広告会社・
インターネット専業広告会社だけではなく、広告主やインターネット広告枠の開発元
であるインターネットメディア事業会社へも行った。 
 
第二節 インターネット広告をめぐる各プレイヤーの対応について 
以下情報収集によって得られた、大まかなインターネット広告をめぐる事実関係を紹
介する。 
 
第一項 初期の総合広告会社の対応 
総合広告会社は、旧来のビジネス慣習に従いメディア仕入れの独占を狙い、メディ
アレップという事業体を組成した。インターネット広告会社の初期は、ポータルサイ
トと言われたメディア事業会社が広告事業のメインプレイヤーとなっていた。その中
で中心となったプレイヤーは Yahoo!JAPAN である。Yahoo!JAPAN は 1996 年の創業
と同時に電通にアプローチし、同年に Yahoo！JAPAN のメディア枠を販売する会社
としてサイバー・コミュニケーションズ（以下 CCI）を設立している。 
従来の総合広告会社のメディア取引は図 17 のとおり媒体社と直接の取引を行うこ
とで実行してきた。つまり総合広告会社は媒体社から仕入れるだけでなく広告主に直
接セールスを行うことでその中間報酬を得てきた。 
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図 17 総合広告会社のメディア取引形態 
 
（出所：公正取引委員会（2005）「広告業界の取引実態に関する調査報告書」）  
 
一方で、インターネット広告初期においては、優良インターネットメディア事業会
社が限られており、そうしたメディア事業会社を先行して抑えてしまうことで、イン
ターネット広告における取引の寡占化を狙いメディアレップを開設した。CCI に続い
て、その他の広告会社が連合して Digital Advertise Consortium 社（以下 DAC）が相
次いで設立された。 
 
図 18 インターネット広告におけるメディア取引形態 
 
（出所：公正取引委員会（2005）「広告業界の取引実態に関する調査報告書」より筆者改編の上作成） 
 
メディアレップ会社によって優良枠を囲い込む戦略は当初成功し、サイバーエージ
※数字は仮のもの。 
※数字は仮のもの。 
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ェントもクライアント開拓の際にメディアレップ会社からの仕入れを余儀なくされる
時代が続いたと言われている。こうした打ち手を元に、総合広告会社は主に既存のク
ライアントに対してインターネット広告の販売を有利に運ぼうとした。 
 
図 19 初期における広告購入までの機能とプレイヤー 
 
（出所：筆者作成） 
 
第二項 テレビ広告市場は維持し続けられ、インターネット広告の製品代替が部分的
にしか行われなかった 
インターネット広告が普及したあともテレビ広告市場は維持し続けられ、インター
ネット広告の製品代替は部分的にしか進行しなかった。よって総合広告会社がメイン
の商材と位置付けていたテレビメディアのセールスを引き続き継続して実施すること
になり、インターネット広告の販売に大きくリソースを割かなかった。 
なぜテレビ広告市場は維持し続けられたのか？については、広告主側の商流構造と
組織構造が大きく関連していることがわかった。 
まず、大手広告主は他社の流通企業へ商品を卸すメーカーが多かった。そうした流
通企業では主力商品の選定の際に、テレビメディアへの出稿量を評価指標とするケー
スが多かった。そのために、メーカー各社は前年度の売上の確保や、新商品発売にお
ける流通企業におけるプレゼンスアップを図るために、テレビメディアの活用を中止
することはできなかったのである。 
組織構造も旧来のトレンドが維持し続けられる要因だった。大手広告主はテレビメ
ディアのバイイングを長年行ってきたことで、メディアバイイング機能を専門・集中
化させるための機能部署をもつことが多かった。いわゆる宣伝部・広告部の存在であ
る。こうした機能組織は各事業部から広告予算を与えられて、決められた予算内で「認
知を最大化」させ「ブランド好意度を向上させる」プラニングとエグゼキューション
をメインで行う部署であった。よって、「認知を最大化」させるためには「テレビメデ
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ィア」の活用は必須であり、大きな広告予算が総合広告会社へ支払われていた。その
広告予算を背景に、ブランド戦略構築やコミュニケーションプラニングなどの業務を
サービスとして長年提供していたため、宣伝部ではインターネット広告の活用があま
り進まなかった。こうした背景から宣伝部・広告部に向き合う機会の多かった総合広
告会社には、そもそもインターネット広告を販売するインセンティブやクライアント
獲得を目的としたインターネット広告の販売の機会がなかったのである。  
 
図 20 大型広告主における一般的な組織構造・流通構造 
 
（出所：インタビューから筆者作成） 
 
第三項 総合広告会社の誤算～海外からの参入 
そもそも、海外市場ではインターネット広告の変遷は大きく 3 つのフェーズに分け
ることができる。初期はこれまで述べたように Yahoo! Japan のようなディレクトリ型
のポータルサイトの台頭である。その後中期には検索型の Google が台頭し、直近では
その流れを汲んで広告仕入れ・販売の自動が普及し、Demand Side Platform(以下 DSP)
および Supply Side Platform(以下 SSP)が普及し、運用型広告と言われるオークション
形式の販売手法が広く普及していった。 
 
これらの市場の変化は、デジタル化によって瞬時に国内市場への参入を及ぼした。
検索連動型の Google の台頭は、総合広告会社がつくりあげた商流構造を大きく変化さ
せるものだった。オークション形式による販売方法が普及すると、「入札単価」の上位
順に広告枠掲載を行うと同時に、広告の販売までの一連のプロセスを自社のシステム
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で行えるようにした。Google はその方式をグローバルに展開したため、国内市場にお
いても同様の販売手法が日本に広まることとなった。 
 
図 21 中期における広告購入までの機能とプレイヤー 
（出所：筆者作成） 
 
そのような環境の中で、日本の大手広告主は、広告会社からのメディア購入が一般
的だったため、引き続き広告会社を通じてインターネット広告を購入しつづけた一方
で、総合広告会社のクライアントではない、中小事業主や EC 事業者を中心に Google
からの直接購入を行う企業が増加していった。そうした環境にいち早く目を付けたイ
ンターネット専業広告会社は、Google との直接取引に注力するようになる。 
 
第四項 DSP/SSP の普及による、広告販売の自動化の流れ 
Google などで使用されていた「アルゴリズム管理」による広告の仕入れと販売が自
動化され、 SSP が一般化すると、Google、Overture の主要なネットワーク以外のネ
ットワークが乱立することとなった。 SSP が乱立することで、広告主サイドからどの
ような SSP を活用すると「バイイングの最適化、自動化ができるのか？」というニー
ズが生まれることになり、その結果、 複数の SSP に対応するかたちでの DSP 構築の
流れが生まれた。 こうして、「販売」「仕入れ」などの広告販売の一連のプロセスはイ
ンターネット広告においてはその多くの部分はテクノロジーに代替されている、と言
える。インターネット専業広告会社はそうした動きにもいち早く対応し、広告主に複
雑なバイイング手法への「プラニング機能」と「コンサルティング機能」（≒運用ノウ
ハウ）を強みとして確立し、広告主に提供していった。 
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図 22 直近における広告購入までの機能とプレイヤー 
 
（出所：筆者作成） 
 
第五項 なぜ、総合広告会社は対応できなかったのか？ 
インターネット広告の環境変化に対して、総合広告会社とインターネット専業広告
会社は異なる対応を行ってきた。「販売」と「仕入れ」を 2 つのプレイヤーに分けた総
合広告会社はその体制を維持し続け、クライアントも既存広告主が中心であった。も
ともと「販売」の機能しかなかったネット系広告会社は、「仕入れ」機能を手に入れた
のちに、「販売」「仕入れ」双方を有機的に一つの組織体として対応していった。 
 
図 23 インターネット広告の環境変化と各プレイヤーの対応 
 
（出所：筆者作成） 
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第六項 ネット系広告会社はどのようにクライアントを獲得していったのか？ 
ネット系広告会社は 2 つの軸でクライアントを獲得していった。ひとつはインター
ネットビジネスを展開する EC 事業者で、もうひとつが非 EC 事業者のうち、総合広告
会社が対応していない中規模事業会社である。EC 事業会社は、顧客獲得費用（販売促
進費用）のほとんどをインターネット広告により行っていた可能性が高く、ネット系
広告会社に課せられた主要な KPI は「インターネット広告の出稿」→「自社サイトへ
の誘引」→「自社サイト上での決済」などの「顧客獲得」指標だった。非 EC 事業会社
についても、中小の事業規模会社が中心。EC 事業者における販売ノウハウをそのまま
活用し、既存の顧客獲得スキームの一部をインターネットに代替することを狙うなど
の強みが生かされた。 
 
図 24 2 つの広告主区分と対応した主な広告会社 
 
（出所：筆者作成） 
 
第七項 インターネット広告の伸長 
近年のインターネット広告費の伸長は、DSP/SSP を介したオークション型の運用型
広告が主流である。インターネット広告の媒体費用のうち運用型広告の比率は 2012 年
に 51.2％だったものが、2017 年には 77.0％に達している。現在のインターネット広告
費の成長は、ほぼ運用型広告の成長といっても過言ではなく、また運用型広告を専門
的に取り扱っていたインターネット専業広告会社のビジネス領域がここ数年大きく拡
大していることも、インターネット専業広告会社が発展した大きな背景と言える。  
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図 25 インターネット広告費（媒体費）と運用型広告費の割合 
 
（出所：電通（2018）「2017 年（平成 29 年）日本の広告費」から筆者作成） 
 
第三節 検証フレームワークの構築 
第 2 章・第 4 章で述べてきた事実から、検証フレームワークを図 26 のとおり構築し
た。 
まず、「総合広告会社」と「インターネット専業広告会社」それぞれが別々の行動を
起こしてきたことについては、クリステンセンのイノベーションのジレンマ理論によ
って説明できると考えた。その上で、新規製品である「インターネット広告」と既存製
品であるテレビメディアを中心とした既存製品が国内広告市場において共存すること
になった要因については、根来（2005）の「部分代替理論」および根来（2011）「プロ
セス代替理論」によって構造が説明できると考える。最後に、既存企業である総合広
告会社が、「なぜインターネット専業広告会社の市場に参入しなかったのか」について
は山田（2015）の「ニッチ戦略」にあるとおり、総合広告会社が収益性の観点からイ
ンターネット専業広告会社の領域に進出しなかったと考える。こうした要因に加えて、
最終的にはインターネット広告市場の急速な拡大が、インターネット専業広告会社を
大きく成長させ、総合広告会社の失敗を招いたと考える。 
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図 26 インタビューにおける検証フレームワーク 
 
（出所：筆者作成） 
 
第四節 検証フレームワークの詳細構造 
第一項 イノベーションのジレンマ理論を用いた総合広告会社とインターネット専業
広告会社の戦略の違い 
破壊的イノベーションには大きく 2 つの種類が存在する。一つは「ローエンド型破
壊」であり、「本来のバリュー・ネットワークのローエンドにいる、最も収益性が低く、
ニーズを過度に満たされた、つまり「過保護にされた」顧客を攻略するもの」とし、既
存製品と同じニーズをより低い性能から、性能が向上することによって既存顧客を獲
得するプロセスとしている。 もう一つは、「新市場型破壊」であり、「『無消費』、つま
り消費のない状況に対抗するもの」と述べている。これは既存製品のニーズとは別の
ニーズを満たすと同時に、そのニーズを満たす製品がこれまでに存在しなかったこと
から既存製品とは全く新しい顧客を獲得するプロセスとしている。これらは国内広告
市場において次に述べるように当てはまると考える。 
総合広告会社は、インターネット広告を「メディア」として位置づけて商品展開し
ており、意図的だったかは定かではないが、総合広告会社の行動はインターネット広
告を「ローエンド型破壊」として位置づけていた、という仮説が構築できる。なぜな
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ら総合広告会社ではインターネット広告を新しい「メディア商品」として、既存クラ
イアントである大手広告主へのセールスを展開していたからだ。一方で、インターネ
ット専業広告会社は、「インターネット広告」をこれまで広告展開をしてこなかった
ような全く新しいクライアントを開拓していった。詳しくは後述するが、2000 年代
に Cookie を用いた獲得効果を指標とした展開が根付くことになり、主にインターネ
ットビジネス事業会社をクライアントに低単価の製品を販売することでクライアント
を獲得していったとインタビューした業界関係者も話をしている。こうして、総合広
告会社とインターネット専業広告会社 2 つのプレイヤーは破壊的イノベーションに対
して異なる認識を持ち、異なる活動をしていったのではないか、というのが私の仮説
だ。 
 
第二項 テレビ市場が維持し続けられ、インターネット広告が部分代替にとどまった
理由 
総合広告会社とインターネット専業広告会社 2 つのプレイヤーが別の市場を歩み続
けたのには大きく 2 つの要因がある。一つはテレビ市場が維持されたことで総合広告
会社が既存クライアント優先のビジネスモデルを維持し続けたこと。この事象は根来
（2005）の部分代替の概念によって説明できると考えた。インターネット広告はテレ
ビ広告に比べて「部分的に優位」な広告商品であった。一方でニーズと結びついた新
しい機能が存在したため、既存品と代替品が併存し続けたのである。  
図 27 （再掲）部分代替の理論 
 
（出所：根来（2005）「代替品の戦略」より抜粋） 
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第三項 インターネット広告におけるプロセス代替 
 Google のグローバルによる普及によって、広告販売プロセスがテクノロジーによ
って自動化されていった。特に大手広告主ではなく、小規模・中規模事業主による販
促目的の広告出稿において普及していったため、大手広告主による「認知拡大」を目
的としたものと、小規模中規模事業主による「顧客獲得」を目的としたものと大きく
2 つに分類されることになり、それぞれのプロセス代替のスピードが大きく異なるこ
とになった。プロセス代替の速度が速い販促目的の広告出稿を主なビジネス領域にし
ていたインターネット専業広告会社において、自社の販売機能なども急速に変化して
いったと思われる。 
 
図 28 国内広告市場におけるプロセス代替 
 
 （出所：根来/河原塚（2011）「袋小路状態の業界の経営戦略」を参考に筆者作成） 
 
第四項 総合広告会社がインターネット専業広告会社の領域に参入しなかった理由 
総合広告会社はなぜインターネット専業広告会社の市場に参入しなかったのか。 
総合広告会社にはすでにテレビメディアを中心とした高収益モデルが存在し、組織構
造や人件費が高止まりしていたと考えられる。結果、インターネット広告を専門的に
実施することは収益率的にできないと判断しつづけ、インターネット専業広告会社に
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対しての対抗的な手段を打たなかった。その結果、既存市場と新市場の無競争状態が
続いた。 
 
第一項から第四項で述べた事象に加えてインターネット広告市場の驚異的な成長が
重なりインターネット専業広告会社が大きく成長し、総合広告会社はインターネット
専業広告会社の台頭を許したのである。 
 
第五節 インタビュー実施時の検証フレームワークと要因仮説 
第一項 検証フレームワークの細分化 
検証フレームワークから、国内広告市場で起こった事象を説明するために、より詳
細な要因仮説を構築した。 
 
図 29 検証フレームワークを細分化した要因仮説 
 
（出所：筆者作成） 
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◼ 仮説①  
総合広告会社は「インターネット広告」の位置づけを見誤った結果、 「既存顧客を重
視」 し、「顧客のニーズと組織構造」から「収益力の高いテレビメディアへの依存」が
続き、イノベーションのジレンマを解消できなかった。 
 
◼ 仮説②  
大手広告主のビジネス構造的要因から、テレビ広告市場は維持し続けられたことで、
インターネット広告は、部分的な代替にとどまった。 
 
◼ 仮説③ 
インターネット専業広告会社は、インターネット広告に特化したことで、結果的に「新
顧客開拓」を行わざるをえず、既存の総合広告会社とは異なる「販売ノウハウ」を獲得
した。そこにも、「顧客のニーズと組織構造」が起因した。 
 
◼ 仮説④ 
インターネット広告をめぐる環境変化が発生し、広告販売プロセスにプロセス代替が
発生したが、総合広告会社は仕入れサイドのみで対応したために、販売ノウハウを獲
得できなかった。 
 
◼ 仮説⑤ 
EC ビジネスの成長による広告予算自体の増加や、スマートフォンの登場による広告在
庫の急速な拡大が、インターネット広告市場を大きく拡大させた。 
 
◼ 仮説⑥  
総合広告会社とインターネット専業広告会社はそれぞれ別市場に存在し、競争が生ま
れなかった。 
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第六節 各仮説の詳細構造 
第一項 仮説①の詳細構造 
図 30 仮説①の詳細構造 
 
 （出所：筆者作成） 
 
インターネット広告が登場したあとに、総合広告会社は、メディアレップという業
態を生み出した。いち早くインターネット広告の登場に注目していた総合広告会社は
先駆けてインターネット広告を製品化した。その際に、総合広告会社はインターネッ
ト広告を既存メディアと同列に位置づけた。また、販売先としては「既存のクライア
ント」を中心に売り出すこととなった。それにより大きく 2 つのことが起こったと思
われる。まず、インターネット広告は既存のテレビ広告に比べて製品単価が低く、既
存メディアよりも数多くのメディアに数多くの広告表現を納入するために、既存の製
品よりも煩雑でかつ収益力も低いものとして位置づけられた。その結果、総合広告会
社におけるメインの製品はテレビメディアを中心とした既存製品に引き続き注力する
ことになった。そして、インターネット広告だけを必要とするようなクライアントの
開拓は行われず、総合広告会社にとってクライアント開拓とは、テレビメディアを実
施している広告主でかつ他の総合広告会社の取り扱いを奪取することを引き続き意味
することとなり、イノベーションのジレンマを解消することができなかった。 
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第二項 仮説②の詳細構造 
図 31 仮説②の詳細構造 
 
（出所：筆者作成） 
 
仮説②では大手広告主においてテレビ広告の出稿が維持された要因について構造化
した。大手広告主の多くは、流通を他社に依存するメーカーなどが多く、これまでの
商慣習上テレビ出稿が多ければ多いほど、流通企業が重点商材としての採用をする傾
向にあった。よって、旧来の売上を確保するためにテレビ広告出稿量を減らすわけに
はいかず、テレビメディアの出稿量は維持されつづけた。一方で、インターネット広
告はターゲット別に配信できる、という製品特性を持っていたため、雑誌などのメデ
ィアを代替していった。 
 
第三項 仮説③の詳細構造 
図 32 仮説③の詳細構造 
 
 （出所：筆者作成） 
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仮説③では、インターネット専業広告会社がインターネット広告の販売ノウハウを
獲得していった要因についてである。インターネット広告の登場により、インターネ
ット専業広告会社は営業を開始し、大手広告主にも営業をかけたが、大手広告主では
仮説②のような背景からテレビメディアに対するニーズが強く、インターネット広告
に対してのニーズは一部に限られた。そして、インターネット広告は広告出稿単位が
小さい、という特長があったため、これまで広告出稿がしづらいような中小の事業者
を中心に営業活動を展開することができた。中小事業者や EC ビジネスにおいても、
店舗や WEB サイトへの集客など「顧客獲得」ニーズが存在したため、そのニーズに即
した販売ノウハウを獲得・強化することになった。 
 
第四項 仮説④の詳細構造 
図 33 仮説④の詳細構造 
 
（出所：筆者作成） 
 
仮説④はインターネット広告環境が変化し、「プロセス代替」が起こっていった環境
を構造化している。Google の登場により、新しい広告販売プロセスがグローバルに普
及していたことで、旧来の販売プロセスを代替していく環境変化が起こっていった。
その「プロセス代替」という環境変化に、総合広告会社とインターネット専業広告会
社は別々の組織で対応したことで、両者の行動はさらに大きく差がついたとしている。 
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第五項 仮説⑤の詳細構造 
図 34 仮説⑤の詳細構造 
 
（出所：筆者作成） 
 
仮説⑤は、インターネット広告市場が大きく成長した背景についてである。EC ビジ
ネスは 2000 年代から大きく成長し、EC ビジネスの市場が成長するほど、インターネ
ット専業広告会社のクライアントは広告予算を増加させていった。また、2007 年にス
マートフォンが登場して以来、それまでは自宅やオフィスなどでしかアクセスできな
かったインターネットに 24 時間アクセス可能となった。その結果、インターネット自
体へのアクセスが増加し、その分広告の在庫が拡大し、インターネット広告市場が拡
大することになった。 
 
第六項 仮説⑥の詳細構造 
図 35 仮説⑥の詳細構造 
 
（出所：筆者作成） 
 
仮説⑥は総合広告会社とインターネット専業広告会社に競争が起きなかった理由に
ついての構造である。総合広告会社は、大手広告主中心のクライアント構造は変わら
ず、テレビメディア中心のニーズを引き続き狙い続けた。一方、インターネット専業
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広告会社は EC ビジネスの拡張によるクライアント予算の拡大により成長をつづけた
ため、総合広告会社と競合することがなかった。 
 
第5章 インタビューの実施 
第一節 インタビュー者の属性と方法 
インタビューにおいては、「総合広告会社は、なぜ失敗したのか？」の新しい 6 つの仮
説についてのインタビューを行った。インタビュー属性者の抽出については、「総合広
告会社」「インターネット専業広告会社」だけでなく、「インターネットメディア事業
会社」「広告主」の関連するすべてのプレイヤーからインタビュー者を抽出した。イン
タビュー者には、構築した要因仮説をそれぞれ提示し、それに対しての見解とコメン
ト得る形で実施した。 
図 36 インタビュー者の属性 
 
（出所：筆者作成） 
第二節 インタビューの結果 
第一項 総合広告会社 A 社 元経営企画局社員 A 氏 
◼ インタビュー対象者のバックグラウンド 
大手総合広告会社の元経営企画担当。インターネット広告創世期から広告業界に携わ
る。 
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◼ 仮説①について 
おおむね仮説のとおりと考える。当初、インターネット広告が登場したときの「広告」
という概念は「ブランドづくり」という印象をほとんどの社員が持っていたと思う。バ
ナー広告はブランドを体現する「クリエイティブ」を活用するキャンバスとしてはあ
まりにもスペースが小さいことや、実際に作業工程が細かく、煩雑になることもあり、
総合広告会社のクリエイティブの人間がそうした作業に携わることもすくなかった。
多くの作業が WEB 制作会社や小規模のデザイン会社に発注されることになり、イン
ターネット広告をすすんで活用するようなこともなかったと記憶している。 
その後メディアレップをよりフロントサイドに持ってくるスキームなど詳細は言え
ないが様々な施策を検討したが、販売サイドをこれまでの営業チームを引き続き活用す
ることとし、仕入れは一貫してメディアレップを活用するというストラクチャーを変え
ることはできなかった。総合広告会社では伝統的に広告出稿額の大きいクライアントや、
高いクリエイティビティを体現するようなクライアントを重要視する文化が存在し、当
時手間暇もかかり収益率も低いインターネット広告のみを売るチームを営業サイドに
つくることはできなかった。あくまでテレビメディアを補完する上でのインターネット
広告を活用することが主流であり、基本的にはテレビメディアの扱いを確保するため
にインターネット広告も合わせて取り扱う、という位置づけだったし、クライアント
もそのようなクライアントが多かったと認識している。 
ダイレクト系のクライアントについてもテレビメディアの扱いを持っていることが
前提となっており、インターネット広告のみを取り扱うようなクライアントを積極的
に取り組んでいくことはなかった。 
 
◼ 仮説②について 
 これも仮説のとおり。我々も意図的にテレビメディアを中心とした提案をし続けた
と思う。特に当社が対応することの多い宣伝部は、広告賞などへの意識も高い。そうし
た部署のニーズとしては引き続きテレビメディアやテレビCMクリエイティブのニーズ
が無くなることはなかった。またこれらの要素以外に EC ビジネス事業者も事業規模が
拡大するにつれてテレビメディアを活用することになったことも大きいのではない
か？たとえばリーマンショック時に大手広告主が軒並み出稿量を抑制するなかで、大
きくテレビメディアを活用することになったのが、当時モバイル上でゲームを展開す
42 
 
る事業会社だった。その後、モバイルからスマートフォンに移行することでゲーム出
版を独自に行う事業会社が増え、テレビメディアを活用した広告によりユーザの獲得
を一気に増やす先方の企業が大きく増えた。その結果、総合広告会社やテレビ局の業績
は下支えされることになり、テレビメディアへの依存度が結果的にさらに高まったので
はないか。 
 大手広告主は流通対策としてこれまで 1000～1500GRP 程度のキャンペーンを 1 回
もしくは複数回実施することが通常であり、多少のボリューム調整はあれど、そうし
た規模を継続し続ける必要があったし、我々の総合広告会社もテレビメディアと組み
合わせることで逆にリーチが広がることを証明することができたので、そうした検証
結果がテレビメディアの出稿が維持されたことにもつながっているのではないか。  
 
◼ 仮説③について 
 そうなのかもしれない。おそらくインターネット専業広告会社とは長らく競合してこ
なかった。そうした声も現場からは特に聞こえてこなかった。インターネット広告は確
かに出稿単位が小さいことから、大手広告主の中にも少額から試していきたい、とい
うクライアントはあったと思われる。しかし、そうしたクライアントへの対応もあく
までテレビメディアや他の扱いがあることが前提であり、もしそうした少額の扱いし
か見えないクライアントがいた場合には積極的なサポートをしづらい環境だと思う。 
 
◼ 仮説④について 
これも仮説のとおりだと思う。当社グループのメディアレップ会社のほうでは様々
対応をしていた可能性はあるが、それが当社の営業チームまで有機的にインストールさ
れたような感覚はない。総合広告会社サイドでのクライアントニーズはテレビメディ
アの補完媒体としてであり、「ブランド認知拡大」のための施策がメインであったこと
も大きな要因だろう。 
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◼ 仮説⑤について 
 これはその通り。おそらくデータも存在するはずなので見てみるとわかるだろう。  
 
◼ 仮説⑥について 
 これも仮説のとおり。これまで述べてきたとおり、総合広告会社の特に営業サイド
には運用型広告に対するニーズそのものが少なかった。インターネット広告を活用す
るケースでも予約型と言われるような、出稿する期間も価格もあらかじめフィックスさ
れたものが好まれるケースが多く、インターネットメディア事業会社側も特に大口の顧
客に対してそのような商品パッケージを展開してくるケースが多かった。また、インタ
ーネット専業広告会社のようにインターネット広告を活用した顧客獲得を指標とする
クライアントはわずかだったし、そうしたクライアントは非常に低収益になることが多
かったため、敬遠されることが多かった。 
また、サイバーエージェントが大きく成長したのはここ 5 年ほどのことであり、そ
れまではサイバーエージェントの状況をほとんどきちんと見てこなかった、というこ
ともある。サイバーエージェントが直近でブランド戦略室を立ち上げたころから、大
手広告主への展開を始めだしており、そうした情報が顕在化して初めてインターネッ
ト専業広告会社への注目が集まったといえる。 
 
第二項 総合広告会社 B 社 広告市場研究担当社員 B 氏 
◼ インタビュー対象者のバックグラウンド 
大手総合広告会社に 20 年以上勤務。日本の広告市場の研究に長年携わっており、イ
ンターネット広告の立ち上がり期から総合広告会社の社内の状況に熟知。  
 
◼ 仮説①について 
 違和感はない。メディアレップを設立後、そのスキームに安住してしまったのではな
いか。また、インターネット広告というものを「メディア」として位置づけてしまった
ことがそもそもの間違いの始まり。インターネットは本来無限なものであるが、当社が
行ってきたメディアビジネスは「有限のもの」を取り扱うビジネスだった。インター
ネット広告は当社では新聞局からスタートしており、「場を取ることの発想」からスタ
ートしてしまったことが、何かいままでボタンをかけちがったままきてしまったのか
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もしれない。そうした歴史的背景がメディアレップの設立からそのスキームをいまま
で脱却できない理由ともいえる。また、「インターネットでは儲からない」という印象
も非常に強かったといえる。 
 
◼ 仮説②について 
 ここはまだはっきりしない部分だと思う。テレビを見なくなっているというよりは、
テレビも見るしスマートフォンも見る、という活動も見受けられる。また、テレビメデ
ィアの強さも改めて認識する機会も多く、多くのインターネットビジネス事業会社がテ
レビメディアへの出稿を行っている。やはり一斉に告知をする、という意味でのメディ
アパワーはまだ存在するのではないか。 
 また新聞などのメディアもインターネット広告が出る前から「高齢化」が問題視さ
れていた。インターネット広告が出てきたからとってかわられたのか、そもそもそう
した環境変化があって出稿量が減っていったのかはわからない。雑誌の場合はコミュ
ニティメディアであり、コミュニティにとって有益な情報を提供することがポイント。
インターネットが普及したことによって、そうした情報に対してお金を払わなくなっ
た、ということはあるのではないか。radiko.jp が媒体価値として見直されてきている
のは、有益な情報を無料で受け取れる、ということがインターネットと機能的には同
等であることから、コミュニティメディアとして一定の評価を得られてきている、と
もいえる。 
 
◼ 仮説③について 
 ここについても様々なケースが考えられる。たとえば、地方で営業すると社長が担
当者であることが多く、社長の指標は「売上獲得」であることが多い。そうした環境の
中で、インターネット専業広告会社の若手が頑張っていった、というケースはあるので
はないか。 
 東京のクライアントでいうと、ネット事業部などは初期のころは予算も少なく日の目
を見ない部署であることが多かった。そうした顧客に対して、インターネット専業広告
会社は真摯に向き合い続けたのではないか。一方で当社が向き合い続けた宣伝部は仮説
のとおり。特に決裁者の嗜好が強く出ているのではないか。当社はそうした決裁者に向
き合いすぎるあまり、旧来の文脈であるテレビメディアの活用とテレビ CM を中心と
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したブランドマーケティング展開にとらわれすぎていたのかもしれない。最近は宣伝
部でもインターネット対応しているのは若手社員であることが多く、そうしたクライ
アントの若手社員に当社の営業チームはなかなかあってもらえない、という声も聴く。 
 事業部については、我々も出入りしていなかったわけではないが、やはりビジネス
としてはテレビメディアのような取り扱い単位の大きいビジネスモデルに注力せざる
を得なかったのではないか。 
 
◼ 仮説④について 
 これは仮説通りだと思う。Google 社の環境は非常に大きな影響を与えたと考えてい
る。インターネット専業広告会社はいち早くアドテクプロダクトに取り組んできた。特
にスマートフォンが登場した以降、運用型広告の取り扱いは飛躍的に伸びる結果とな
った。Google 社だけでなく、インターネット専業広告会社は自社のアドテク商品の開
拓をしっかり行い、「顧客獲得」を指標とした広告商品の販売を数多く取り入れたこと
で現在の大きな成長につながっているのではないか？ 
 
◼ 仮説⑤について 
 こちらの仮説も違和感はない。EC ビジネスの伸長だけでなく、旧来の通販ビジネス
が紙中心からデジタルへシフトしていることも大きいのではないか？また、大手広告主
も近年デジタルへの予算をシフトしている、と聞く。特に SNS が広がったことによっ
てユーザの情報回路が大きく変わってきた。飲料や情報通信企業を中心にそうした SNS
やインターネット上での顧客導線の確保に対して予算をシフトしてきている、というこ
とも言えるのではないか。 
 
◼ 仮説⑥について 
 ここについても違和感はない。インターネット専業広告会社の本質になかなか気づ
けなかったというニュアンスが強い気がする。インターネット専業広告会社も初期の
ころは非常にたくさんの会社が存在した。その中でサイバーエージェントが生き残っ
ていたのは、彼らが取った戦略が非常にうまかったということである。インターネット
広告を「無限」のものとしてとらえていち早くそうした無限に生み出されるインターネ
ットメディアを自社のアドテク商品としてネットワークし、「顧客獲得」という指標でよ
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り高く買ってくれるクライアントに対して広告商品を販売してきたその手法が現在花
開いているのではないか。初期のころ当社の中でもそうした可能性について言及して
いた社員もいたはずだが、多くの社員はそのような声に耳を傾けてこなかった現実があ
るのではないか。一方で、今後はインターネット専業広告会社もどのように「認知」を
取っていくかがカギ。大手広告主のフィールドに出てきだしている中で、テレビメデ
ィアの扱いも含めてどのような対策が打てるのかが今後のカギとなるだろう。  
 
第三項 インターネット専業広告会社 C 社 元戦略担当社員 C 氏 
◼ インタビュー対象者のバックグラウンド 
業界を代表するインターネット専業広告会社に新卒から入社。インターネット専業
広告会社の創業者に近い場所で、インターネット専業広告会社の成長を会社とともに
歩む。総合広告会社との協業経験があり、総合広告会社の環境にも熟知。  
 
◼ 仮説①について 
 この仮説はその通りだと思う。おそらく総合広告会社型の統合マーケティング型が高
い生産性をもっていたのだろう。同じ人数をかけても、インターネット広告のみだとど
うしても単価が低い仕事が多い。特にメディアレップを介した取引についてはレップ
マージンも存在することで高い収益率を得ることができる。テレビメディアに加えて
少ないバジェットでも収益性を多少でも高くすることで、総合広告会社が取り扱える
製品として取り揃えていったのではないか？ 
 
◼ 仮説②について 
 大手広告主がテレビメディアを活用したがるのは我々も実感値としては近い。それく
らいテレビメディアの「認知」に対してのパワーは大きいと認識している。ここにない
要素としては、インターネットビジネス事業者がテレビメディアを活用した広告展開が
増加していったのも大きいのではないか？その証拠に当社でも展開しているメディア
事業では数多くのテレビ CM の出稿を行っている。やはりテレビメディアはいまだパ
ワーを持っている、ということだろう。 
 
◼ 仮説③について 
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この仮説についてはその通りだ。運用型広告が普及してからは、特に Google などの
既存の大型メディアについてはマージンが低く、作業の手間の割に、収益性は非常に低
いビジネスとなった。しかし、当社はその中でどうやったら収益性を確保できるのかを
徹底的に取り組んでいった。たとえば当社の戦略としてはある製品に対してはかなら
ず一つの販売チームを組み、その製品以外は絶対に売らせなかった。クライアントに
通っていると、当然顧客からは取扱高の高い収益性の高い製品のニーズが出てくる。
しかし、その製品を取り扱っているチームは別にいるためそちらを優先させることと
した。それは当社が、特定の領域でトップになる、ということを体現し続けてきたか
らであろう。広告業界はやはり電通・博報堂のような総合広告会社が強い。その中で
どんなに狭い領域でもその領域の中でトップになれば、その製品を買うお客はかなら
ずトップの企業から買うはずだと信じてきた。そのため、その製品を確実に売るため
のノウハウを研ぎ澄ましていった。 
 
◼ 仮説④について 
 この仮説についてもそのとおりだ。Google が台頭してきたときに一番の問題はやは
り収益性が低いことだった。そうした環境の中で、前述のとおりどうしたら収益を確保
できるか、効率よく売ることができるのか、を専門チームに徹底的に考えさせた。そう
やって徐々に結果を伴うようになってきた。 
 
◼ 仮説⑤について 
 この仮説にもついてもその通りだ。我々は製品単位でチームを作ってきた。製品ごと
に徹底的にやって売れなかった製品はすぐ撤退し、売れた製品については徹底的にさま
ざまなクライアントに対して販売をしつづけた。どんなに販売単位が小さくても売れる
顧客がたくさんいればある一定の規模を持つようになる。当社が目指したのはそのよう
な少額のものを広く売り続けるようなビジネスモデルだ。 
◼ 仮説⑥について 
 この仮説もその通りだと思う。「広告」という言葉に対しての考え方が大きく違うの
ではないか。当社は「広告」という言葉に違和感をずっと感じていた。当社は「広告」
ではなく、「販促」のお手伝いをずっと行ってきたと思う。当初は電通・博報堂のような
ブランドマーケティングをやりたい人間はたくさんいたが、やはりそういう社員は残
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っていかなかった。それは、当社が行っているのは「販促」だから。「インターネット
広告」を通じて、どうやってクライアントの顧客獲得をお手伝いできるのか。それが
当社が行ってきた「広告ビジネス」と言えるのではないか。 
 
第四項 インターネット専業広告会社 D 社 経営企画担当 D 氏 
◼ インタビュー対象者のバックグラウンド 
インターネット専業広告会社に 10 年以上在籍。大手総合広告会社との協業も経験
し、現在は経営企画担当。自社の広告事業に関する経営戦略に携わる。 
 
◼ 仮説①について 
 違和感はない。個人的にも総合広告会社との協業の経験が数多くあるが、総合広告会
社はテレビメディアを中心としたバイイングおよびクリエイティブを中心に行ってい
て、インターネット広告の細かいプラニングなどは当社の役割だった。クライアントも
インターネット広告のみを取り扱うクライアントはほとんどなく、伝統的な大手広告主
が多かった。インターネット広告のみを取り扱うクライアントは出稿金額も小さく、収
益も小さいことから総合広告会社の既存のビジネスよりも稼げないイメージが強かっ
たのかもしれない。 
 
◼ 仮説②について 
 なるほど、という感じ。当社では最近宣伝予算ではなく、販促予算をどうやって確
保していくのか、ということも検討しだしている。大手広告主には宣伝部が存在して
おり、総合広告会社が大きなシェアを誇っているが、事業部でも販促的にイベントを
行ったりしていると思う。また、流通対策として多額のセールスインセンティブ予算
などを確保しているがそうした予算をインターネット広告へ代替できないか、という
ことは常に考えている。 
 
◼ 仮説③について 
 この仮説はその通りだと思う。当社では独自に広告効果の計測指標を開発し、その計
測指標を軸にしたプラニングを展開した。かなり初期の段階からバナー広告なども
Cookie を活用し、クリック以降のユーザ活動を補足することで、成果を可視化するこ
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とができた。そのような手法が確立していった頃から売上も大きく拡大していった。ま
た単価の安い商品から展開してく、ということも多かった。リスティングの月額運用の
金額も 10 万円単位のものも多かったし、Yahoo!などの大型メディア事業会社ともあえ
て少額のパッケージ商品を開発したりなどを行い、中小の事業者やインターネットビ
ジネス事業会社への販売を行っていった。 
 
◼ 仮説④について 
 ここもその通りだと思う。インターネット広告が直接バイイングできることになって、
クライアントの KBF が変わったのだと考える。それまでクライアントがメディアを買
う会社の理由は、そこに土地を持っていたから。つまり有限のものだったから。インタ
ーネット広告は無限でかつ誰でも買える、ということになると、どこの会社と付き合う
と費用対効果が高くなるのか、ということが重要になってきた。特に運用型広告が普及
することによって、買い付けるために「入札」をしなければならない。しかし、「入札」
にも実は裏技があって、そうした裏技を駆使すると入札金額を抑えていけるなどの方
法がある。そのようなノウハウを持っている会社がだんだん選ばれるようになってい
た。当社の社内でも「裏技」を発見したり、シェアしたりする人間を評価するような仕
組みが存在する。そうやって、セールスにノウハウを活かしてきた。 
 
◼ 仮説⑤について 
 その通りだと思う。個人的な感覚としては、シンプルに「ユーザが増えた」ことと「視
聴時間が増えた」ことの 2 つが要因だと思う。「ユーザが増えた」ことは、PC を持たな
い人もインターネットにアクセスできるようになったこと。「視聴時間が増えた」とい
うことは、PC の前に座っていないときにもインターネットにアクセスできるようにな
ったこと。そのことが、インターネット広告の在庫を無限に増やしていくことになっ
ていたと考える。 
 
◼ 仮説⑥について 
仮説のとおりだと思う。しかし、現在のインターネット専業広告会社でも、ブランド
をインターネットで作っていくことを目指している。当初は LINE の活用など、販促的
な観点から入っていくが、いろいろとクライアントとの関係を深めていくと、オウン
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ドメディア全体の顧客接点を活用してどのようにブランド価値をあげていくか、とい
う相談になってくる。そのために、動画を活用した広告体験の向上など様々な施策を
実施している。そのため、大手広告主からの引き合いもあり、総合広告会社とビジネ
ス領域が近くなっているのではないか。 
 
第五項 インターネットメディア事業会社 E 社 元広告営業担当 E 氏 
◼ インタビュー対象者のバックグラウンド 
大手総合広告会社新卒入社後、グローバルの大手インターネットメディア事業会社
に転職。広告営業を経験し、大手総合広告会社およびインターネット専業広告会社だ
けでなく、数多くのクライアントとの取引を経験。 
 
◼ 仮説①について 
 特に違和感はない。インターネットメディア事業会社は CCI／DAC のようなメディ
アレップとは、いわゆる純広を数多く取引している。リザベーション型と言われてい
る商品のうち、1 日限定の 2,000 万円ほどのパッケージが人気だった。純広告の目的は
基本ブランドメイン。だからこそブランドセーフティが重要になる。そこで、リザベ
ーション型と運用型の中間のようなパッケージもあり、優良なコンテンツにしか表示
されない広告枠を事前にパッケージ化したものを展開しているが、そうした商品はメ
ディアレップ会社との取引が中心となっている。総合広告会社との取引は、ほぼ大手と
言われている広告主が中心となっており、インターネット広告のみを取り扱うクライア
ントをやっているケースというのはあまり聞かない。 
 
◼ 仮説②について 
 大きな違和感はない。テレビメディアを活用するクライアントには、基本テレビ＋
WEB のパッケージ提案をしていた。担当していた映画業界でも全く同じ文脈を聞いた
ことがある。テレビ CM を打たないとスクリーンを数多く確保できない。しかし、本当
にユーザに広告を届けるには、「エンタメ好き」などセグメントした上でデジタル広告を
出稿したほうが効率はいいはず。そうしたニーズをより掘り起こすために、流通業者向
けに動画メディアの効果についてのセミナーなどを実施し、メーカーを後方支援してい
た。またテレビの活用を前提に、テレビと WEB のリーチ効果を証明できるようなシン
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グルソースのパネルを用意し、総合広告会社に対して提供していった。全体の予算の
うちテレビメディアとインターネットメディアは大きく 7 対 3 くらいの分配が最もリ
ーチ効率が高い、というのもわかってきた。 
 
◼ 仮説③について 
 運用型広告の主たるクライアントは、自動車保険・FX などの金融会社がメインだっ
た。そもそも顧客からの収益が高いので、一つのキーワードへの設定金額が高い。そう
したクライアントはインターネット広告へ数多く出稿して顧客との契約に結び付けら
れれば、予算は青天井になっていく。つまり、彼らの売上が増えれば増える程、広告予
算も増加していく。運用を長年行ってくれば、おおよその費用対効果がわかってくるの
で、クライアントの売上の予算についての前年比がわかれば、広告予算もどのくらい
アップさせるべきなのか、というのがわかってくる。そうしたノウハウは実際に運用
したプレイヤーでしかわからないのでそうした活動をインターネット専業広告会社は
実際に行ってきたのではないか。 
 
◼ 仮説④について 
 この仮説のとおりだが、違う側面としては、アカウントのスイッチングコストの問題
もあるのではないか。インターネット広告などを運用するにはメディア事業会社にク
ライアントごとにアカウントを発行する必要がある。そのアカウントを発行すること
を、当初のインターネット専業広告会社が行ってきた企業は多いのではないか。その
際に、インターネット専業広告会社がアカウントを管理していくと、アカウントにお
ける過去の状況などをインターネット専業広告会社が握っていくことになる。インタ
ーネット広告のオークション取引には、そのアカウントのコンディションが密接にか
かわってくるが、そうした状況を握ることでインターネット専業広告会社は優位性を
作り出している側面もあると思う。 
 たとえば Google のアカウントは運用していくと非常に数多くのアカウントが一つ
のクライアントに属するようになってくる。それらを統合にし、シンプルにしていく
ことで、運用の質を上げていくような方法があるのだが、そうしたものをインターネ
ット専業広告会社はかなり深くまで研究した上で、各クライアントでのアカウントで実
践してきた。そうした活動を継続していくことで、ノウハウの集約をし、常に進化する
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インターネット広告をクライアントよりも一歩早くキャッチアップし続けてきている
のではないか？ 
 
◼ 仮説⑤について 
その通りだと思う。これに追加をする要素としては、Android スマートフォンの普及
も大きいと思う。世界の 2 台に 1 台は Android であり Google 検索がデフォルトで設
定されている。だから、スマートフォンで情報検索する機会が増えて、インターネッ
トへのアクセスを飛躍的に増やしていったのではないか？その結果、スマートフォン
での購買活動がどんどんと根付いていった。昨今ではスマートフォンの広告商品を増
やせば増やすほど、年々飛躍的に広告の売上があがっていったことを強く記憶してい
る。 
 
◼ 仮説⑥について 
 運用型広告はやはり圧倒的に工数がかかる。そのことが、総合広告会社が運用型広告
に積極的にならなかった大きな要因であろう。前述のとおり、総合広告会社系のメディ
アレップ会社は、純広型が中心であり、特に月額単価の小さい運用型広告はほとんど
実績がないのではないか？ 
 
第六項 インターネットメディア事業会社 F 社 広告事業担当 F 氏 
◼ インタビュー対象者のバックグラウンド 
インターネットメディア事業会社にて自社の広告販売事業に携わる。同社の予約型
広告商品だけでなく、運用型広告商品の販売の担当もしている。 
 
◼ 仮説①について 
電通・博報堂のような総合広告会社は、インターネット広告のみのコンペティション
はほとんどなかったように思う。現在でもテレビ広告中心のプラニングがほとんど。そ
れはテレビメディアの収益力が高いからだろう。インターネット広告は発注から、入
稿/運用/レポーティング/改善と、販売手数料だけでなく、必要とされる人的リソース
が肥大化する傾向もあり、収益性観点から販売手数料の交渉が行われるケースも多い。 
メディアレップ会社を通じた取引は特に総合広告会社においては、いまでも中心で
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あるし、メディアレップ会社抜きの取引はほとんどない。 
 
◼ 仮説②について 
われわれのような会社も大手広告主への面談の機会があるが、デジタル系の担当が
ほとんどで、テレビメディアをバイイングしている方々にお会いする機会はほとんど
ない。流通業者の存在については不明だが、デジタル系の部署がブランディングをメイ
ンにしてこなかったのは十分な予算が与えられず、かつインターネット広告のみではマ
スターゲットに訴求していくのは厳しかったからではないか。 
 
◼ 仮説③について 
インターネット専業広告会社のクライアントとしては、EC 系の会社や地方を拠点と
しているような通販系の企業が多かった。特に CPA がはまれば予算は青天井というク
ライアントが多かったと思う。最近ではゲームアプリなどの高単価な商材が多い。どこ
のクライアントもかなりのインターネット広告の出稿があるが、インターネット専業
広告会社を活用しているクライアントが多いのではないか。 
 
◼ 仮説④について 
 違和感は全くない。これに加えると Google の他に Facebook、Twitter などの SNS メ
ディアの広がりが大きいのではないか。いわゆるフィード型の広告商品の登場である。
米国ではこのような商品展開を背景に、広告投資に対する広告効果の可視化がすすん
でいった。そうした情報を、日本の広告主も知っていったことも大きいのではないか？
米国ですすんだ背景としては、米国のケーブルテレビ文化、というのも関係している
と思う。日本ほど地上波テレビの影響力が大きくなく、マスマーケティングに頼り切
る手法が多くなかった。だからこそ、米国でインターネット広告を活用した手法が注
目されていった。また、そうした背景をもとに、Facebook や Twitter などがセールス
を加味した広告プロダクトを開発していった。Google も当初はアドテクベンダーに自
社の広告アルゴリズムを開放して、アドテクベンダーが Google の広告枠を活用したア
ドテク商品を数多く開発し、ビジネスを展開していったことも、Google の広告枠が広
がっていった大きな背景ともいえる。Google が強かったのは、広告枠あたりの顧客獲
得効果が高かったこと。それだけ広告の露出と広告視聴者のマッチングの精度が高か
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ったのだろう。そのような背景で、Google のネットワークに入るメディアがどんどん
増えていったことも広がった大きな理由だろう。日本でいち早く対応していったのは
サイバーエージェント。サイバーエージェントは日本国内で数多くのアドテクプロダ
クトを開発し、セールスしていった。 
 
◼ 仮説⑤について 
 これらの情報以外に、実際のビジネスのコンバージョンがインターネットにどんどん
移行していったことも大きいと考えられる。通販ビジネスがどんどん WEB 導線に移行
していった。紙のカタログを使っている企業も実際の申し込みは WEB を活用するよう
になっていった。合わせて WEB のみのダイレクトビジネスも増えていった。さらに
EC 事業者だけでなく、楽天のような EC プラットフォーム事業者も大きく成長してい
った。その動きに加えて、生活者の情報導線の変化が大きい。あらゆるコミュニケー
ションがスマホ上で行われるようになり、スマートフォンでの検索もどんどん増えて
いった。 
 
◼ 仮説⑥について 
仮説はただしいと思う。最近ではインターネット広告を用いたブランディング手法
も普及しつつあると思う。限られた情報ではあるが、冒頭でメッセージをしっかり伝
えていくような手法も存在するし、インスタグラムのような画像を用いた SNS や
YouTube のような動画の普及も大きい。そうしたことを背景に今後は競争も増えてく
るだろう。 
 
第七項 広告主（食品・お菓子メーカー）G 社 マーケティング担当 G 氏 
◼ インタビュー対象者のバックグラウンド 
大手食品メーカーに新卒入社後、営業サイドも経験したのちに現在マーケティング
セクションにて自社の主力商品のブランドマネージャーとして、マーケティング全般
のプラニングをリードする。 
 
◼ 仮説①について 
 おそらく仮説のとおりだと思う。広告主がどんなにメディアニュートラルでいい、と
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話をしても必ず出てくるプランはテレビメディアを活用したプランばかりだった。もち
ろんタレントを活用したプランは非常に魅力的だし、これまでもずっと活用してきた
のでそれを辞めることはクライアントとしてもおそらくしないだろう。ただし、そう
したタレントを活用したプラニングも近年ではインターネット専業広告会社のほうが
知見を深めているので、タレントの撮影時間を分けて別々の広告会社が撮影を取り仕
切るケースが増えている。 
 
◼ 仮説②について 
 これも仮説通りだと思う。メーカーにとって一番大事なことは昨年度の売上を確保
すること。そのためには大手のコンビニチェーンにまずは採用されるか採用されない
か、が大きな瀬戸際になる。ただコンビニチェーンはフランチャイズであることから、
本部に採用されただけでは、おおよそ 3 割くらいしかカバレッジされない。そこで、
コンビニチェーンの中でも「イチオシ」の商品として採用される必要がある。そのた
めにはテレビメディアを活用したプロモーションは重要になる。流通業者の意思決定
者は年齢が高いことも多く、そうした流通を担当している自社の営業部からもテレビメ
ディアを活用したプロモーションを強く要望されることから、止めることはなかなかで
きない。一方で、ユーザの情報導線は特に近年大きく変化してきている。テレビメディ
アはやめられないが、ターゲットに即したメディアの活用も同時に必要になってくる。
そこで、メーカーとしては「テレビもやるしインターネット広告もやる」という状況
が必要になってくる。 
 
◼ 仮説③について 
 かつては、仮説のとおり宣伝チームはテレビメディアの補完としてインターネット広
告を活用してきたこともあり、総合広告会社としか付き合ってこなかった。しかし、当
社では自社 EC の文脈からインターネット広告を活用したチームが発足した経緯があ
り、そうしたチームがインターネット専業広告会社を活用し、自社の EC の活性化を
少ない予算の中から頑張って売上を成長させていった。だんだん EC の売上規模が大
きくなってくると、メーカーとしてのその数字を捨てることができなくなるため、予
算も徐々に増えていき、チームの人数も増えていった。そこで EC チームをベースに、
発展的にデジタルマーケティングのチームが組成されて、そのチームにおいてブラン
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ディングも含めたインターネット広告の展開も検討するようになっていった。その組
織が顕在化してからは、インターネット広告を活用したプラニングや実行については
総合広告会社ではなく、インターネット専業広告会社を活用するケースが増えている。 
 
◼ 仮説④について 
 この点について詳しいことはよくわからないが、先ほど言った EC の立ち上げ時には
かなり少額の展開からスタートしていったため、インターネット専業広告会社や EC 事
業の立ち上げ支援会社などを活用し、売上獲得を目指したプロモーション活動が展開さ
れていったはずだ。 
 
◼ 仮説⑤について 
 この領域については EC ビジネスの伸長の部分についてはほぼ間違いない。スマート
フォンの登場については、特に若年層の情報接触の変化から、スマートフォンの SNS を
企業として活用せざるをえない状況が起こってきたということも大きい。 
 
◼ 仮説⑥について 
 前述のとおり、かつては宣伝部がインターネット専業広告会社を活用するケースはほ
とんどなかったと思われる。しかし、他のメーカーもそうだと思うが、メーカーが一部
EC を活用しだしてからは状況が変わってきたのではないか？インターネット専業広
告会社を活用するにつれて、広告主側もインターネット広告の専門人材を確保するよ
うになり、ブランディング目的でもインターネット専業広告会社を活用するケースが
増えているのだと思う。ただ、一方で総合広告会社がブランドビルディングで大きな
アドバンテージを持っていることは間違いない。それはテレビメディアの高い収益力
を背景に、ブランド構築におけるプラニング領域について、専門スタッフを活用した
無料のコンサルティングを提供してくるからだ。よって、大手広告主は総合広告会社
をうまく活用しながらブランド戦略を構築し、実際のエグゼキューションの領域では
インターネット専業広告会社を活用する、という使い分けを求められる時代になって
いるのではないか。 
 
第八項 広告主（インターネットメディア事業会社）H 社 元ブランドコミュニケー
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ション担当 H 氏 
◼ インタビュー対象者のバックグラウンド 
大手総合広告会社に新卒入社後、国内大手の総合インターネット事業会社に転職。
宣伝機能が集約された宣伝系子会社でブランドマーケティングに従事後、現在は本社
の特別プロジェクトチームに所属。 
 
◼ 仮説①について 
 認識はおおよそ間違いないと思う。当社でもテレビメディアを活用したプロモーショ
ンは宣伝チームが担当をしている。広告の目的は主にはブランディング。テレビ CM ク
リエイティブを作り、テレビメディアを活用したプロモーションを長年実施してきた。
一方で、インターネット広告を活用したプラニングは、事業部が直接やっている。そ
れはインターネット広告がメディア事業会社にとって集客装置であるからだ。よって、
事業部サイドではインターネット専業広告会社を活用するケースが多い。  
 
◼ 仮説②について 
 当社のケースでは、流通業者は存在しなかったがブランディングの観点からテレビ
CM は引き続き活用している。テレビ CM を活用しているのは、やはり認知メディアと
してのパワーがまだ強い、と認識しているから。基本的に商品の機能に違いがないもの
は、「第一想起」が非常に重要な要素となる。よって、競合会社との SOV が非常に重
要になってくるため、テレビメディアを活用しない選択肢はなかなかとることができ
ない。競合会社を凌駕する認知を常に獲得し続けることが、競争に勝つ重要な要素で
ある。一方で、テレビ CM を活用したプロモーションは広告予算が増加することはほ
とんどない。むしろ年々インターネット広告を活用したプロモーションが増えている。
理由としては、テレビメディアが「認知獲得」を目的としているからだろう。「認知獲
得」が目的であれば、おおよそ年間の出稿量は自然と決まってくるからだ。しかし、売
上を目的とした出稿は売上があがればあがるほど広告予算は増えてくる。そうすると
インターネット広告を活用した施策の重要性が年々増えてくるような状況となる。  
 
◼ 仮説③について 
 当社の場合は前述のとおり両方の会社を活用してきたが、事業部サイドで活用してき
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たのはインターネット専業広告会社だった。宣伝チームはやはりブランディングメイン
であるため、テレビメディアをバイイングできる総合広告会社を活用せざるを得ない
が、事業部サイドは集客もしくは CRM を目的としている。よって初期からインター
ネット専業広告会社を活用するケースが多かったのだと思う。 
 
◼ 仮説④について 
 この仮説はそのとおりかもしれないが、詳細はわからない。 
 
◼ 仮説⑤について 
 前述のとおりインターネットビジネスの特長として、売上を目的とする出稿は売上が
あがればあがるほど広告予算は増えてくる。また、運用を重ねれば重ねる程効果はさら
に高くなってくる。そうしたことを背景にインターネット広告市場が拡大していったの
ではないか。 
 
◼ 仮説⑥について 
 ここも仮説はおおよそ正しいと思う。しかし、サイバーエージェント自体も安泰では
ないと思う。インターネット広告は広告主が直接バイイングできることから、広告主自
体が能力をつけていけば、その能力を内製していくこともできるだろうと思う。特に当
社は年間かなりの金額を出稿していることから、そうした知見を確保していくことで
自社のみで実施していくことも今後は徐々に検討できる状況になるだろう。  
 
第6章 インタビュー結果からの考察 
第一節 全体的な考察 
インタビューから各仮説に対しての支持結果は図 37 のとおり、一部の回答者で専門
領域外の部分についてはあいまいな回答がみられたが、おおむね要因仮説としては支
持されたと考える。これより各仮説の考察に入る。 
 
図 37 インタビューの結果 
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（出所：筆者作成） 
 
第二節 仮説① 
 仮説①において検証したいことは、以下の２つのポイントである。①総合広告会社
が「市場の見立て違い」を起こしたこと。その結果、②「既存顧客を重視」したことや、
「顧客ニーズと組織構造」の影響から「収益力の高いテレビメディアへの依存」が続
いたこと、である。それぞれについてはインタビュー対象者のコメントを検証する。 
 
◼ 総合広告会社が「市場の見立て違い」を起こしたこと。 
 インターネット広告を既存商品と同様に位置付けていたことは、総合広告会社 A 氏
の「当初、インターネット広告が登場したときの『広告』という概念は「ブランドづく
り」という印象をほとんどの社員が持っていたと思う。」や、総合広告会社 B 氏の「イ
ンターネット広告というものを「メディア」として位置づけてしまったことがそもそ
もの間違いの始まり。」とコメントしている。総合広告会社はインターネットメディア
広告を「既存メディア」と同様に「認知拡大」のための商品として位置づけていたこと
がわかる。 
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◼ 「既存顧客を重視」したことや、「顧客ニーズと組織構造」の影響から「収益力の
高いテレビメディアへの依存」が続いたこと。 
「既存顧客の重視」については、総合広告会社 A 氏が「総合広告会社では伝統的に
広告出稿額の大きいクライアントや、高いクリエイティビティを体現するようなクラ
イアントを重要視する文化が存在。あくまでテレビメディアを補完する上でのインタ
ーネット広告を活用することが主流」とコメントしているのをはじめ、総合広告会社
との協業経験のある、インターネット専業広告会社 C 氏・D 氏も同様のコメントをし
ている。「顧客ニーズと組織構造」については、仮説②の領域に詳しく触れるが、A 氏
のコメントにもあるとおり、テレビメディアを補完するような形でインターネット広
告を活用することが多く、またインターネットメディア事業会社の E 氏・F 氏のコメ
ントからもその状況が見てとれる。総合広告会社にとって、インターネット広告は高
い収益を誇るテレビメディアの扱いを獲得するための、一つの手段に過ぎなかったと
いえる。 
このことを補完するものとして、筆者が実施した総合広告会社社員へのアンケート
結果がある。新規顧客獲得の際の商材への意識として、「テレビメディアを獲得したい」
と答える社員が 78.9％存在した。また昨今の潮流から、「インターネット広告」と答え
た社員も 52.6％存在している。一方で、「もっとも獲得したい商材は？」とするとテレ
ビメディアが 73.7％でインターネット広告は 5.3％になり、その他の商材はほとんど
選択されなかった。それほどまで、現在に至るまでテレビメディアの獲得は、総合広
告会社社員がもっとも優先すべき事項、ということを示している。 
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図 38 総合広告会社社員の新規顧客獲得商材への意識 
新規顧客開拓のときに獲得したい商材は以下のどれでしょうか？  
当てはまるものをすべて選んでください。
 
（出所：筆者実施のアンケートより N=19） 
 
新規顧客開拓のときにもっとも獲得したい商材は以下のうちどれでしょうか？ 
 
（出所：筆者実施のアンケートより N=19） 
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図 39 仮説①に対する各インタビュー対象者からの主要なコメント 
 
（出所：インタビューより筆者作成） 
 
第三節 仮説② 
 仮説②における検証ポイントは、テレビメディアの出稿が維持し続けられた要因で
ある。まずこれについては大手広告主 G 氏が「流通業者の意思決定者は年齢が高いこ
とも多く、そうした流通を担当している自社の営業部からもテレビメディアを活用し
たプロモーションを強く要望されることから、止めることはなかなかできない。」とコ
メントしているとおり、メーカーにとって、売上を維持することと流通業者へアピー
ルすることはほぼ同義だった。特に前年の売上を維持するためには、流通業者の扱い
商品の中でも高いプライオリティを獲得し続けなければならない状況だった。この傾
向はインターネットメディア事業会社 E 氏が担当していたエンターテインメント業界
でも同様の傾向がみられていることから、自社流通をもつような通販クライアントや
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EC 系のクライアント以外のほとんどの広告主は同様の課題を持っていたといえるだ
ろう。 
一方で、自社流通を持つクライアントも、ビジネス規模が大きくなるにつれてテレ
ビメディアを積極的に取り入れたようである。インターネットメディア事業会社であ
る F 氏や大手広告主でメディア事業を数多く保持している H 氏のコメントにもあると
おり、新興の広告主においてブランディングニーズや日本全国での認知促進ニーズが
顕在化したことから、テレビメディア市場が維持し続けられたと考えられる。 
日経広告研究所が実施の調査においても、だんだんとその傾向は減ってきているも
のの、媒体選択の基準として「媒体の到達率」や「カバーエリアの効率性」が重視され
ており、「発行部数などの媒体データの明確さ」や「視聴者・読者のライフスタイルや
特性」よりも重視されている様子が見て取れる。 
 
図 40 広告主の媒体選択の基準 
 
（出所：日経広告研究所「広告動態調査―主要企業の広告宣伝活動と意識―」の各年度資料より抜粋の上
筆者作成。2008 年 N=198 、2013 年 N=271 、2018 年 N=243） 
このような状況を、根来（2005）が示す「部分拡張代替」の機能分析フレームを活
用すると、以下のような形で分析することができる。 
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図 41 根来（2005）のフレームを活用した代替構造分析 
 
（出所：根来（2005）の「代替品の戦略」を参考に筆者作成） 
 
 広告主の用途として、「広範囲に広告到達できる」「カバーエリアが広く効率的に到達で
きる。」という部分は図 40 で示した通りである。これに加えてインタビューでも示された
「商談先の企業が評価してくれる。」という部分については、流通業者がテレビメディアを
重視していることから、テレビメディアのみに機能が限定されているといえる。加えて、
「動画」は広告表現としては紙系の媒体よりも情報量が多いことから、「動画で配信できる」
という機能が広告主の用途を満たし続けたため、テレビメディアは選ばれ続けた。以上の
とおり、テレビメディアはその認知力だけでなく、クライアントの流通構造に起因する要
因から存続し続けたのである。 
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図 42 仮説②に対する各インタビュー対象者からの主要なコメント 
 
（出所：インタビューより筆者作成） 
 
第四節 仮説③ 
 仮説③の検証ポイントは、インターネット専業広告会社がなぜ「顧客獲得」を指標
とした販売ノウハウを獲得したか、ということである。その要因としては、「顧客のニ
ーズと組織構造に起因」し、総合広告会社が対象としていないような新顧客を開拓せ
ざるを得なかったことである。その結果、「顧客獲得」のクライアントと向き合うこと
になったのだ。以下それぞれについて考察する。 
 
◼ 総合広告会社が対象としていないような新顧客を開拓せざるを得なかったこと  
 この点については、まず広告主である G 氏のコメントから、大手広告主は総合広告
会社としか付き合ってこなかったと認めている。大手広告主の H 社もテレビメディア
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を活用したプロモーションについては、総合広告会社を活用している、と認めている。  
 
◼ その結果、「顧客獲得」のクライアントと向き合うことになったこと。  
インターネット専業広告会社は D 氏のコメントにあるとおり、かなり初期のタイミ
ングから「広告効果指標」を打ち出し、売上を拡大していった。また運用型広告が広が
った今日でも、インターネットメディア事業会社の E 氏がコメントしているとおり、
「運用型広告の主たるクライアントは、自動車保険・FX などの金融会社メインだった」
としている。また、このインタビューで重要なコメントは、「顧客獲得型のクライアン
トはコスト効率が保証されると、出稿量を売上の拡大に応じて青天井に増やしていっ
た」ということである。これについては、インターネットメディア事業会社である E
氏・F 氏両名ともコメントをしており、同様の業態でもある大手広告主 H 氏からも同
様のコメントがでている。 
これらのコメントを総合した上で、インターネット専業広告会社の視点から先ほど
の代替品構造についての検証を行う。 
 
図 43 根来（2005）のフレームを活用した代替構造分析－インターネット専業広告
会社の視点から 
 
（出所：根来（2005）の「代替品の戦略」を参考に筆者作成） 
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 インターネット専業広告会社はテレビメディアを販売することができなかったため、
インターネット広告に特化した強みを生かそうと考えた。インターネット広告初期か
らあった視聴者層をある程度セグメントできる機能は活用可能だったが、図 40 の広告
主アンケートにあるとおり、広告主の中では主要なニーズではなかった。そこで、イ
ンターネット専業広告会社はさらに「広告出稿単位が小さい」「視聴以降の行動を測定
できる」という機能を組み合わせることによって、それまで用途として存在しなかっ
た「少額から活用できる」「販促につかえる」という部分へのニーズを生み出した。こ
れらの考察から、インターネット専業広告会社は独自の顧客層を独自のノウハウにて
獲得が進んでいったと考えられる。 
一方、総合広告会社はテレビメディアを中心としたニーズに向き合ってきたし、そ
の顧客である大手広告主も専門部署にメディアバイイングの機能が集約されていた。
主要広告主において、事業部制をとっている広告主のうち、約 80％は広告部門が独立
しており、80％のうちの 50％は事業部には広告担当がいない、と答えている。このう
ち広告予算をどこが管理しているか、については、事業部制をとっている企業のうち
40％以上の企業が、広告部門が管理をしている、と答えている。つまり、広告部門が
存在する約 80％の企業のうち約半数が広告予算を一括して広告部門にて管理している、
ということになる。こうした企業に数多く向き合う総合広告会社にとって、広告部門
が存在する企業に対して、事業部サイドに単独で販促を目的としたインターネット広
告の提案をすること自体があまり発生するような環境ではなかったのである。  
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図 44 広告主の事業部内における広告担当の設置状況 
 
（出所：日経広告研究所「広告動態調査―主要企業の広告宣伝活動と意識―」の各年度資料より抜粋の上
筆者作成。2008 年 N=124、2013 年 N=126、2018 年 N=113） 
 
図 45 広告主における広告予算の管理部門 
 
（出所：日経広告研究所「広告動態調査―主要企業の広告宣伝活動と意識―」の各年度資料より抜粋の上
筆者作成。2008 年 N=124、2013 年 N=126、2018 年 N=113） 
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図 46 仮説③に対する各インタビュー対象者からの主要なコメント 
 
（出所：インタビューより筆者作成） 
 
第五節 仮説④ 
 ここでのポイントは「広告販売プロセスのプロセス代替が発生」したことに、①「総
合広告会社は営業サイドで対応できず」②「インターネット専業広告会社は営業サイ
ドで対応できた」ことである。営業サイドで対応できなかったことで、既存企業中心
の顧客構成を変えるような戦略の実施ができなかったのである。 
 
◼ 「総合広告会社は営業サイドで対応できず」 
 大手総合広告会社 A 氏は、「営業チームまで有機的にインストールされたような感
覚はない」とコメントしており、他の仮説におけるコメントでも「仕入れは一貫して
メディアレップを活用するというストラクチャーは変えることはできなかった」とコ
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メントしている。この点については、同様に B 氏も「メディアレップを設立後、その
スキームに安住してしまった」とコメントしている。こうした状況から総合広告会社
が「販売ノウハウ」を獲得するには至らなかったことが推察できる。 
 
◼ 「インターネット専業広告会社は営業サイドで対応できた」こと 
 インターネット専業広告会社の C 氏は戦略的にプロダクトに紐づいた形で営業チー
ムを組成し、収益確保に向けて「専門チームに徹底的に考えさせた」と述べている。ま
た D 氏も「インターネット広告が直接バイイングできることになって、クライアント
の KBF が変わったのだと考える。インターネット広告は無限でかつ誰でも買える、と
いうことになると、どこの会社と付き合うと費用対効果が高くなるのか、ということ
が重要になってきた。」とコメントしている。また、運用型広告の技術介入度が高くな
るにつれて、インターネットメディア事業会社の E 氏がコメントしているとおり、ク
ライアントの代わりにアカウントを開設し、運用するなどフロントサイドの対応が充
実していったと思われる。 
 
 これらの状況を代替構造分析に落としてみる。インターネット広告の販売プロセス
が自動化されたことによって、「テクニックを駆使することでより成果を向上させるこ
とができる」機能がさらに付加された。これにより、広告主の用途に「複雑な運用を外
注で任せることで効果を向上させる」というニーズが生まれることになった。インタ
ーネット専業広告会社はここを充足していったのである。しかし新しく生まれた機能
は、テレビメディアを中心としていた総合広告会社の顧客である「媒体の到達率」や
「カバーエリア」を重視するクライアントには必要のない機能だったのだ。よって、
総合広告会社ではこの機能をフロントサイドで得る必要がなかったのだ。  
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図 47 根来（2005）のフレームを活用した代替構造分析－インターネット広告の環
境変化への対応 
 
（出所：根来（2005）の「代替品の戦略」を参考に筆者作成） 
図 48 仮説④に対する各インタビュー対象者からの主要なコメント 
 
（出所：インタビューより筆者作成） 
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第六節 仮説⑤ 
 インターネット専業広告会社の D 氏は「ユーザが増えたこと」と「視聴時間が増え
たこと」が大きな要因だと答えている。また、インターネットメディア事業会社の E
氏は「Android」スマートフォンが普及したことによって、検索行動そのものが増加し
たことを要因としてあげている。 
実際の数字も見ていきたい。近年通販ビジネスや EC 型ビジネスの売上が右肩上が
りで伸びている。インターネットメディア事業会社の F 氏が述べているとおり、「通販
ビジネスがどんどん WEB 導線に移行していった。」ことを示している。またスマート
フォンの登場によって、スマートフォン広告費も大きく伸長しており、インターネッ
ト専業広告会社の売上を向上させる大きな追い風となったことが見て取れる。また、
広告主である G 氏が「特に若年層の情報接触の変化から、スマートフォンの SNS を企
業として活用せざるをえない状況が起こってきたということも大きい」と述べている
とおり、SNS メディアへの広告出稿の登場も大きな追い風だったと思われる。 
 
図 49 通販市場全体と EC・モバイルコマースの比率推移 
 
（出所：富士経済（2017）「通販・e-コマースビジネスの実態と今後 2017」より参照し、筆者が算出） 
  
億円 
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図 50 モバイル広告の伸長 
 
（出所：サイバーエージェントサイトを参照し、筆者算出） 
 
図 51 仮説⑤に対する各インタビュー対象者からの主要なコメント 
 
（出所：インタビューより筆者作成） 
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第七節 仮説⑥ 
 仮説⑥でのポイントは、①２つのプレイヤーが、それぞれ別市場に存在し競争が生
まれなかったこと ②競争が生まれなかったのは、総合広告会社がその市場に参入で
きなかったこと。である。 
 
◼ ２つのプレイヤーが、それぞれ別市場に存在し競争が生まれなかったこと。 
 この点については、おおよそのインタビュー対象者が仮説を認めている。総合広告
会社 A 氏が述べているとおり、総合広告会社は、「インターネット広告を活用するケー
スでも予約型と言われるような、出稿する期間も価格もあらかじめフィックスされた
ものが好まれるケースが多く、インターネットメディア事業会社側も特に大口の顧客
に対してそのような商品パッケージを展開してくるケースが多かった。」。一方で、イ
ンターネット専業広告会社の C 氏は「『広告』という言葉に対しての考え方が大きく違
うのではないか。当社は『広告』という言葉に違和感をずっと持っていた。当社は『広
告』ではなく、『販促』のお手伝いをずっと行ってきたと思う。」という通り、「顧客獲
得」を中心とした「販促」を目的とした広告出稿を奨励してきたのである。  
 
◼ 競争が生まれなかったのは、総合広告会社がその市場に参入できなかったこと。  
 まず、これまで再三述べてきたとおり総合広告会社は大手広告主中心の顧客構成を
崩さなかった。また、A 氏が「インターネット専業広告会社のようにインターネット
広告を活用した顧客獲得を指標とするクライアントはわずかだったし、そうしたクラ
イアントは非常に低収益になることが多かったため、敬遠されることが多かった。」述
べているのに対して、インターネットメディア事業会社の E 氏が「運用型広告はやは
り圧倒的に工数がかかる。そのことが、総合広告会社が運用型広告に積極的にならな
かった大きな要因であろう。」と述べている。インターネット専業広告会社 C 氏が他の
仮説の部分で述べているとおり、インターネット広告単体では収益性は低く、総合広
告会社はなかなか参入できなかった。 
  
75 
 
図 52 仮説⑥に対する各インタビュー対象者からの主要なコメント 
 
（出所：インタビューより筆者作成） 
 
第7章 まとめ 
第一節 結論 
 本研究は、既存企業がインターネットの登場により新興企業の台頭を許してしまう
ケースとして、国内広告市場についての考察を行った。既存企業が失敗してしまうケ
ースとして、「イノベーションのジレンマ」「代替の理論」「プロセス代替」「競争しない
競争戦略」などの先行理論などを活用して検証していった。その際に構築した要因仮
説の 6 つについては、業界関係者の考察によりすべて支持されたといえる。 
 
第二節 本研究の応用可能性 
 本研究では既存企業の失敗のケースとして国内広告市場を考察したが、逆に新興企
業が台頭できるケース、ともいえる。よって、今回の検証フレームワークは、新興企業
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にとっての戦略構築時のポイントになりうる可能性がある。また、総合広告会社では
50 年間にわたってその覇権が変わらない業界で絶対的な優位を持っていた。よって、
他にも同様な業界での検証を重ねることによって、本検証フレームワークが、失敗の
理論としてより説明度を高めることにつながるのではないか。 
 
第三節 実務へのインプリケーション 
 本研究での検証フレームワークを用いることで、実務的に同じような状況を起こさ
ないことも想定することができることから、特に既存企業の対応戦略としての一助と
なるだろう。特に、既存企業は圧倒的な市場での優位を背景に、新興プレイヤーの領
域を駆逐できる可能性がある。現に、サイバーエージェントがたどってきた戦略は、
総合広告会社に対してはニッチな領域を歩んできたが、特にデジタルの世界において
はさらにニッチな領域における台頭を許さないように、新しい領域には新しいプロダ
クトを開発し、そのプロダクト専門の組織にて活動させてきた。それらを徹底して行
ってきたことによって、サイバーエージェントは「インターネット広告」という領域
において、優位性をいまだ担保しているのである。総合広告会社が失敗し、サイバー
エージェントが新興プレイヤーの台頭を許していないことは、山田（2015）が提唱し
ている競争しない競争戦略のように、既存顧客とは違う組織をつくり新しい顧客を開
拓する活動をし続けるような活動を既存企業が取り組む必要があることを示している。 
 
第四節 本研究の限界 
 本研究は、新しい検証フレームワークの構築を目指したものだが、実証事例として
国内広告業界でしか検証することができなかった。よって、この検証をさらに別の業
界でもしていくことが必要である。また、日本国内だけでなく、海外などでの事例も
合わせて活用していくことで、より精緻なものへと目指していく必要があるだろう。
さらに、昨今の市場環境を鑑みると、IoT・プラットフォーム・コンサル業界などさ
らに大きな視野の中での業界間比較などの考察も必要だった。 
 
第8章 総合広告会社はどうするべきだったのか？－ IoT・5G 時代を見据えて 
これまでたどってきたインターネット広告をめぐる歴史は、現時点での振り返りで
あった。もしこれが現在進行形ですすむものであったら、変化に対応していくには実
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際はどのような手打ちが必要だったのかについて、最後に述べたい。 
既存企業がとりうる戦略策定プロセスについてクリステンセンは以下のように述べて
いる。「どんな企業であっても、戦略は 2 つの同時に進行するプロセスのなかで、明ら
かにされていく。」と述べている。 
 
図 53 クリステンセン（2003）の二種類の戦略策定プロセス 
 
（出所：クレイントン・クリステンセン/マイケル・レイナー（2003）「イノベーションへの
解～利益ある成長に向けて」（翔泳社）より抜粋） 
 
これまで述べてきたとおり、インターネット広告はこれまでの組織の価値基準から
の資源配分プロセスでは選択し得ないとすると、創発的に起こりうることはなかなか
難しく、戦略部署が主導し意図的に行う必要があった。それは「脅威を機会」と考える
ことである。クリステンセン（2003）は「新市場型破壊に直面した実績ある企業に見
られる」パターンとして、「破壊的イノベーションは実績ある企業のコア事業が堅調な
間に顕在化するため、新市場型破壊を『機会』と位置付けても、上層部の関心を引くこ
とはできない。既存事業がうまくいっているときに、新成長事業に投資するのはあま
り意味のないことだからだ。」と述べている。そして、対応の方法として一つは「破壊
的技術」を持つ企業を買収する、もしくは「小さく始める：成長を気長に待てるよう、
事業部門を分割する」の 2 つの選択肢を提示している。 
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博報堂 DY グループには、アイレップという会社が存在するが、これはホールディ
ングス視点においては、前者の買収にあたる事例と言える。また、インタビューにお
いて、インターネット専業広告会社 C 社の C 氏が述べていたコメントをここで紹介す
る。「我々は製品単位でチームを作ってきた。製品ごとに徹底的にやって売れなかった
製品はすぐ撤退し、売れた製品については徹底的にさまざまなクライアントに対して
販売をしつづけた。どんなに販売単位が小さくても売れる顧客がたくさんいればある
一定の規模を持つようになる。当社が目指したのはそのような少額のものを広く売り
続けるようなビジネスモデルだ。」まさにこのコメントが示す通り、インターネット専
業広告会社は「小さく始める」を長年にわたって繰り返し実施してきたといえるだろ
う。そして、既存の組織の価値基準にとらわれないように、製品単位でのチームを作
って、「脅威」を「機会」としていったのだろう。こうした歴史を振り返ると、大きな
企業になればなるほど、このような活動を専門的に実施できる文化が必要だったのだ。 
広告業界はインターネット専業広告会社との競争だけでなく、経営コンサルティン
グ会社や IT ベンダーなどと競争する時代になってきた。それはデジタルトランスフォ
ーメーションの進行により、経営領域・事業戦略領域とプロモーション領域、基幹シ
ステム領域とプロモーション領域の垣根が崩れ、バリューチェーンが統合されてきた
からである。 
企業の事業活動自体も大きく変化しようとしている。IoT・5G はエンドユーザとの
「常時接続」を意味する。企業側からの発信だけでなく、生活者側の情報も随時企業
側に提供されるようになった、いわば「双方向」の時代が間違いなく訪れる。また、流
通企業も amazon のような EC サイトの台頭や、PONTA などのポイントサービス事
業者の台頭により、生活者のあらゆる消費行動を情報として把握できるようになって
きた。 
このように、さらに競争環境が激しくなる中で、総合広告会社はどのような打ち手
を繰り広げるべきだろうか？ 
インターネット広告における教訓を生かすには、打ち手は多面的である必要がある。
製品側だけでなく、クライアント側に対しても、既存の組織にはとらわれず、新しい
技術・ニーズだけを取り扱うチームを設立し、その製品だけを購入してくれるような
新規のクライアントが必要だ。 
また、直近では、企業と生活者のコミュニケーションした軌跡は「ログデータ」と呼
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ばれ、企業と生活者が「二人だけの部屋」で「データを交換しあう」時代になった。そ
のような状況でコミュニケーションの現場に居続けるには大きく 2 つの選択肢になる
しかない。「当事者になる」か「取り交わされる言語そのものになる」かである。 
「当事者になる」ということは、「企業になりきる」「生活者になりきる」ということ
である。「企業の代理者」として変わりに生活者と会話をする存在となるには、企業側
に人材を派遣する、もしくはコミュニケーションの運用そのものをすべて外注で受け
る、ということだ。 
また、「生活者になりきる」とは、「生活者の代理者」として企業との会話を行うとい
うことだ。今でいえば、「買い物コンシェルジュ」といったものだろうか。グーグルや
amazon といったグローバル企業はスピーカーのような端末をもとにそうしたコンシ
ェルジュを担おうとしている。そうした動きにどう総合広告会社どう対抗するか。 
最後に、「言語そのものになる」にはどうすればいいのか？ 経済活動は、「モノ」が
「対価」と交換される。物々交換もありうる。現在、LINE やメルカリなどの IT 系事
業者は「決済サービス」に相次いで参入している。つまり、生活者は企業と直接情報を
交換しあい、サービスを直接購入するような時代になるのである。コミュニケーショ
ンと経済活動が一体化する時代がくるのである。 
こうして考えると、世界中の「プラットフォーム」会社が競合になってくる。しか
し、そうした世界でもいかなるコミュニケーションはなくならない。なぜなら、「プラ
ットフォームとプラットフォームのコミュニケーション」がまたさらに生まれてくる
からだ。これから生まれてくる新しい「コミュニケーション」をつかさどる会社がぜ
ひ広告業界から生まれてきてほしいものである。 
  
80 
 
参考文献 
マイケル・ウェイド/ジェフ・ルークス/ジェイムズ・マコーレー/アンディ・ノロニャ/根来龍
之（2017）「対デジタル・ディスラプター戦略  既存企業の戦い方」（日本経済新聞出版社） 
クレイントン・クリステンセン（2001）「イノベーションのジレンマ～技術革新が巨大企業を
滅ぼすとき」（翔泳社） 
クレイントン・クリステンセン（2001）「イノベーションのジレンマ～技術革新が巨大企業を
滅ぼすとき」（翔泳社） 
クレイントン・クリステンセン/マイケル・レイナー（2003）「イノベーションへの解～利益あ
る成長に向けて」（翔泳社） 
クレイントン・クリステンセン/ジェフリー・ダイアー/ハル・グレガーセン（2012）「イノベー
ションの DNA～破壊的イノベーターの５つのスキル」（翔泳社） 
公正取引委員会（2005）「広告業界の取引実態に関する調査報告書」  
玉田俊平太（2015）「日本のイノベーションのジレンマ～破壊的イノベーターになるための７
つのステップ」（翔泳社） 
電通（2018）「2017 年（平成 29 年）日本の広告費」 
日経広告研究所（2008）「広告動態調査―主要企業の広告宣伝活動と意識―  2008 年版」 
日経広告研究所（2013）「広告動態調査―主要企業の広告宣伝活動と意識―  2013 年版」 
日経広告研究所（2018）「広告動態調査―主要企業の広告宣伝活動と意識―  2018 年版」 
根来龍之（2005）「代替品の戦略～攻撃と防衛の定石」（東洋経済新報社）  
根来・河原塚（2011）「袋小路状態の業界の経営戦略」  
八巻 俊雄【著】/日本経済社【編】（1992）『日本広告史―経済・表現・世相で見る広告変遷』
（日本経済新聞出版社） 
山田英夫（2015）「競争しない競争戦略―消耗戦から脱する 3 つの選択」日本経済新聞出版社  
山田英夫（2016）「市場の側面から見たリーダー企業が同質化できないニッチ戦略」  
 
